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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成工程と、該静電潜像をトナーを用
いて現像して可視像を形成する現像工程と、前記可視像を記録媒体に転写する転写工程と
、記録媒体に転写された転写像を定着する定着工程と、前記静電潜像担持体上をクリーニ
ングするクリーニング工程とを少なくとも含んでなり、
　前記静電潜像担持体が、支持体と、該支持体上に少なくとも電荷発生層、電荷輸送層、
及び架橋型電荷輸送層をこの順に積層してなる感光層とを有してなり、該架橋型電荷輸送
層が電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物と電荷輸送性構造を有
する１官能のラジカル重合性化合物との反応物を含有する静電潜像担持体であって、
　前記静電潜像担持体が、雰囲気温度が４０℃以下であり、かつ稼動時における静電潜像
担持体の周囲の雰囲気温度が４０℃を超える画像形成装置に搭載して用いられ、
　前記電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物が２種類以上用いら
れることを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　プロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃ以上である画像形成装置に用いられる請求項１
に記載の画像形成方法。
【請求項３】
　架橋型電荷輸送層の厚みが１～１０μｍである請求項１から２のいずれかに記載の画像
形成方法。
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【請求項４】
　架橋型電荷輸送層の厚みが２～８μｍである請求項１から３のいずれかに記載の画像形
成方法。
【請求項５】
　３官能以上のラジカル重合性化合物及び１官能のラジカル重合性化合物におけるラジカ
ル重合性官能基が、アクリロイルオキシ基及びメタクリロイルオキシ基の少なくともいず
れかである請求項１から４のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項６】
　静電潜像担持体表面に接触乃至非接触状態で配置された帯電器により交流を重畳した直
流電圧を印加して該静電潜像担持体表面を帯電する画像形成に用いられる請求項１から５
のいずれかに記載の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐摩耗性、及び耐傷性が高く、クラックや膜剥がれが発生し難く、かつ電気
的特性が良好な感光層を有する静電潜像担持体（「感光体」、「電子写真感光体」と称す
ることもある）、及び該静電潜像担持体を用い、高耐久性を有し、かつ長期間にわたり高
画質化を実現できる画像形成方法、画像形成装置並びにプロセスカートリッジに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタル信号処理されたデータを書き込むため、有機感光体上にドット光露光し
て静電潜像を形成し、反転現像方式により画像形成を行う電子写真画像形成方法が盛んに
行われるようになった。
【０００３】
　このような方式に用いられる有機感光体には、長期の使用にわたって安定でかつ高い解
像度での書き込みにも対応できることが要求されるため、感光体の耐久性向上が求められ
てきた。しかしながら、有機感光体の欠点は強度的に弱く、感光層の減耗や傷による欠陥
が発生し易く耐久性の面で改良が求められてきた。
【０００４】
　前記感光層の耐摩耗性を改良する技術としては、例えば、（１）架橋型電荷輸送層に硬
化性バインダーを用いたもの（特許文献１参照）、（２）高分子型電荷輸送物質を用いた
もの（特許文献２参照）、（３）架橋型電荷輸送層に無機フィラーを分散させたもの（特
許文献３参照）、等が提案されている。
【０００５】
　これらの技術の中でも、前記（１）の硬化性バインダーを用いたものは、電荷輸送物質
との相溶性が悪いこと、重合開始剤、未反応残基などの不純物により残留電位が上昇し画
像濃度低下が発生し易い傾向がある。また、前記（２）の高分子型電荷輸送物質を用いた
ものは、ある程度の耐摩耗性向上が可能であるものの、有機感光体に求められている耐久
性を十分に満足させるまでには至っていない。また、高分子型電荷輸送物質は材料の重合
、精製が難しく高純度なものが得にくいため電気的特性が安定しにくい。更に塗工液が高
粘度となる等の製造上の問題もある。前記（３）の無機フィラーを分散させたものは、通
常の低分子電荷輸送物質を不活性高分子に分散させた感光体に比べて高い耐摩耗性が発揮
されるが、無機フィラー表面に存在する電荷トラップにより残留電位が上昇し、画像濃度
低下が発生し易い傾向にある。また、感光体表面の無機フィラーとバインター樹脂の凹凸
が大きい場合には、クリーニング不良が発生し、トナーフィルミングや画像流れの原因と
なることがあり、前記（１）、（２）、及び（３）の技術では、未だ有機感光体に求めら
れる電気的な耐久性、機械的な耐久性を含めた総合的な耐久性を満足するには至っていな
い。
【０００６】
　更に、前記（１）の耐摩耗性と耐傷性を改良するため、多官能のアクリレートモノマー
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硬化物を含有させた感光体が提案されている（特許文献４参照）。しかし、この感光体で
は、感光層上に設けた保護層に多官能のアクリレートモノマー硬化物を含有させる旨の記
載はあるものの、該保護層には電荷輸送物質を含有せしめてもよいことが記載されている
のみで具体的な記載はなく、しかも、単に架橋型電荷輸送層に低分子の電荷輸送物を含有
させた場合には、上記硬化物との相溶性の問題が生じる。その結果、低分子電荷輸送物質
の析出、白濁現象が起こり、露光部電位の上昇により画像濃度が低下するばかりでなく機
械強度も低下してしまうことがあった。また、前記提案の感光体は、具体的には、高分子
バインダーを含有した状態でモノマーを反応させるため、三次元網目構造が充分に進行せ
ず、架橋結合密度が希薄となるため、飛躍的な耐摩耗性を発揮できるまでには至っていな
い。
【０００７】
　これらに代わる感光層の耐摩耗性向上を図るための技術としては、例えば、炭素－炭素
二重結合を有するモノマーと、炭素－炭素二重結合を有する電荷輸送材及びバインダー樹
脂からなる塗工液を用いて形成した電荷輸送層を設けることが提案されている（特許文献
５参照）。この提案のバインダー樹脂は電荷発生層と硬化型電荷輸送層の接着性を向上さ
せ、更に厚膜硬化時の膜の内部応力を緩和させる役割を果たしていると考えられ、炭素－
炭素二重結合を有し、上記電荷輸送剤に対して反応性を有するものと、上記二重結合を有
せず反応性を有しないものに大別される。この感光体は耐摩耗性と良好な電気的特性を両
立しており注目されるが、バインダー樹脂として反応性を有しないものを使用した場合に
は、バインダー樹脂と、上記モノマーと、電荷輸送剤との反応により生成した硬化物との
相溶性が悪く、架橋型電荷輸送層中で相分離が生じて、キズやトナー中の外添剤及び紙粉
の固着の原因となることがある。また、上記したように三次元網目構造が充分に進行せず
、架橋結合密度が希薄となるため、飛躍的な耐摩耗性を発揮できるまでには至っていない
。加えて、この感光体において使用される上記モノマーとして具体的に記載されているも
のは２官能性のものであり、これらのことから耐摩耗性の点では未だ満足するには至らな
かった。また、反応性を有するバインダーを使用した場合においても、硬化物の分子量は
増大するものの分子間架橋結合数は少なく、上記電荷輸送物質の結合量と架橋密度との両
立は難しく、電気特性及び耐摩耗性も充分とはいえないものであった。
【０００８】
　また、同一分子内に二つ以上の連鎖重合性官能基を有する正孔輸送性化合物を硬化した
化合物を含有する感光層を有する感光体が提案されている（特許文献６参照）。この感光
層は架橋結合密度を高められるため高い硬度を有するが、嵩高い正孔輸送性化合物が二つ
以上の連鎖重合性官能基を有するため硬化物中に歪みが発生し内部応力が高くなり、架橋
表面層が長期間の使用においてクラックや剥がれが発生しやすい場合がある。
　また、耐摩耗性向上に対して、高耐久性の有機ケイ素系バインダー樹脂を含有する感光
層乃至表面保護層を設けることが実用化されている。しかし、前記有機ケイ素系バインダ
ーは吸湿しやすく、画質の低下、特にフィルミングによる画像ボケ、画像流れ等の欠点も
生じてしまう。
【０００９】
　一方、画像形成システムとしての要求項目の一つとして、高速プリント、複写のための
画像形成プロセスの高速化が挙げられる。該システムの高速化により感光体は該システム
の構成要素である帯電、露光、現像、転写、及びクリーニングのプロセスに高速での対応
が要求される。更に、その構成部品である一次帯電器、現像器、転写帯電器、及びクリー
ニング装置などの接触部と高速状態で接触し、摺察されるため、その強度、耐久性も要求
される。また、帯電器から発生するオゾン、ＮＯｘ等の化学物質との接触機会の増加、短
時間に同一部分が繰り返し使用されることの回復性の必要性など、多くの特性が要求され
る。
　この場合、特に、レーザービームプリンタ－や複写機に代表される画像形成システムは
、該構成要素を単独に用いているのではなく、感光体の周囲に配置された全ての該構成要
素を使用した一つの系として初めて成立するものであり、一つの装置内に設置され、即ち
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、一つの箱の中に位置される。このため、該装置内の環境、雰囲気は装置外の環境、雰囲
気に影響は受けるものの、特殊な条件となっている。例えば、画像形成プロセスにおける
感光体の帯電は、帯電器のワイヤー等に高圧を印加してコロナ放電させて帯電する方法（
コロナ帯電）や、ゴム状のブレードやローラの弾性体を感光体表面に接触配置させ、該弾
性体に印加することにより帯電させる方法（接触帯電）が広く用いられているが、いずれ
の方法も量の多少の差はあるが、放電をともないオゾンやＮＯｘの発生を伴う。これらの
発生物は感光体表面層の組成を変性や劣化をさせることが知られており、画像形成装置内
の雰囲気は、これらの発生物によって該装置外の一般的な通常の雰囲気とは異なってくる
。また、該画像形成装置内では感光体上に現像されたトナー像を転写工程において紙やベ
ルト等の転写材に転写するが、該転写材はその際に感光体に接触する。その接触において
、該転写材に充填されているタルク等の物質、繊維質、表面改質材等の付着が生じやすく
、感光体表面を変性し劣化を助長する。更には、紙やフィルム等に転写されたトナー像は
、定着工程に進むが、通常では定着装置は同一の装置（箱）内に設置されており、１００
～２００℃程度に加熱されたローラや発熱部品及び加圧装置から構成され、該定着装置か
ら発生した熱の一部は排気ファン等で装置外に出されるが、画像形成装置（箱）内にも残
ることから、画像形成装置内は高温な雰囲気となる。
【００１０】
　更に、画像を読み取るスキャナ等を装備している場合は、その読み取り光源からの発熱
の影響も少なくない。このように画像形成装置内は装置外と比較して昇温しやすい条件と
なっており、昇温することにより現像材（トナー）の流動性の低下や、クリーニング性の
変化、帯電器の帯電能力変化などから、感光体表面との接触面積、接触圧、摩擦係数の変
化から表面層の摩耗性、ブレードの振動などが生じることから、排気ファン、排気ダクト
などにより雰囲気温度を適正化している。しかし、画像形成装置の小型化、コスト低減を
要求される今後を考慮すると、排気ファン、排気ダクトの設置には制限もある。即ち、画
像形成装置に用いる材料（特に高速の画像形成プロセスで使用される場合）は、このよう
な条件においても良好な特性を示す必要があり、そのような材料の選択には、通常の生活
環境、雰囲気で評価して強度にすぐれていたとしても、市場で使用されているような実際
の画像形成装置内の条件とは異なり、該評価では材料単独の基礎的特性の判定はできたと
しても、実際の画像形成システムにおける本来の選定には不十分である。
【００１１】
　例えば、テーバー摩耗試験による評価が良好であっても実際の画像形成装置内で耐摩耗
性が良好であるとは限らない。例えば、特許文献７では、ＣＳ－１０Ｆ摩耗輪を用いたテ
ーバー摩耗試験により耐摩耗性の判定を行い、その結果、耐久性に優れた電子写真感光体
が得られるとあるが、上述したように画像形成装置内では諸条件が関与して感光体の耐久
性や安定性が変化するものである。特に高速化されたプロセスを持つ画像形成装置や排気
装置に制限のある画像形成装置においては、温度、気相成分などが大きく異なるため、こ
の判定法では実用上における十分に優れた静電潜像担持体は得られていない。
【００１２】
　また、特許文献８には、表面層に特定のポリアリレート樹脂を用いることで、このよう
な課題が解決できるが、その効果は分子量の増加によるものが大きく、また、ポリアリレ
ート樹脂への変更によっても、高速・高耐久を要求される今後の要求に対しては不十分で
ある。
【００１３】
　したがって耐摩耗性及び耐傷性が高く、クラックや膜剥がれが発生し難く、かつ電気的
特性が良好な感光層を有する静電潜像担持体、及び該静電潜像担持体を用い、高耐久性を
有し、かつ長期間にわたり十分満足できる高画質化を実現できる画像形成方法及び関連技
術は提供されておらず、その速やか開発が望まれているのが現状である。
【００１４】
【特許文献１】特開昭５６－４８６３７号公報
【特許文献２】特開昭６４－１７２８号公報
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【特許文献３】特開平４－２８１４６１号公報
【特許文献４】特許第３２６２４８８号公報
【特許文献５】特許第３１９４３９２号公報
【特許文献６】特開２０００－６６４２５号公報
【特許文献７】特開平１０－２８８８４６号公報
【特許文献８】特開２００２－７２５１０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は、かかる現状に鑑みてなされたものであり、従来における前記諸問題を解決し
、以下の目的を達成することを課題とする。即ち、本発明は、耐傷性、及び耐摩耗性が高
く、高湿環境下において表面抵抗が低下せず、長期間に亘って高耐久であり、かつ高画質
な画像が得られる静電潜像担持体、及び該静電潜像担持体を用いた画像形成方法、画像形
成装置、並びにプロセスカートリッジを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　前記課題を解決するため本発明者らが鋭意検討を重ねた結果、将来における画像形成装
置の高速化により、駆動モーターなどからの発熱、定着装置の高熱容量化、更には装置の
小型化による排気ファンや排気ダクトの削減等がされて、画像形成装置内は高温の雰囲気
になりやすい。更に、画像形成プロセスの帯電工程で発生するオゾン、窒素酸化物（ＮＯ
ｘ）、また接触又は非接触のローラ帯電器で発生する荷電粒子、活性酸素は、高温雰囲気
において感光体表面の劣化反応を引き起こしやすくなる。特に、感光体の回転周速度など
で示される電子写真プロセスのプロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃを超える系におい
ては、モーターの大トルクや定着装置の高熱容量化などにより発熱量も増してくること、
高速で電子写真プロセス（帯電～クリーニング）の部材を接触し、摩擦熱を発しやすくな
ることなどから、使用する条件、雰囲気により適正化された感光体、更には該表面層の設
計が必要となることを知見した。
【００１７】
　また、本発明では、上述したような次世代の高速、小型化の検討が進められている画像
形成装置における実際の装置内を調べたところその雰囲気温度は４０℃以上となり、更に
はオゾン、ＮＯｘ等が比較的多く存在することがわかった。従来の装置においては、装置
のプロセススピードが低速であったり、排気／換気が良好であったりして、比較的通常の
生活環境／雰囲気の条件（温度、オゾン、ＮＯｘの濃度、湿度など）に近いものであった
。本発明における画像形成装置が置かれている雰囲気温度（室温度）とは、複写機やレー
ザービームプリンタに代表される画像形成プロセスを利用した装置が置かれている空間の
気温を示しており、通常の人間が通常に使用できる環境の最大温度としての３５℃以下を
示した。また、画像形成装置の稼動時における電子写真感光体の周囲の雰囲気温度（機内
温度）とは、該装置が稼動することにより装置の発熱部分などにより装置内部の温度が昇
温して達成された温度を示しており、装置が置かれている雰囲気温度（室温度）等を上昇
させることによって達成された温度を示してはいないということを知見した。
【００１８】
　本発明は、本発明者らの前記知見に基づくものであり、前記課題を解決するための手段
としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成工程と、該静電潜像をト
ナーを用いて現像して可視像を形成する現像工程と、前記可視像を記録媒体に転写する転
写工程と、記録媒体に転写された転写像を定着する定着工程と、前記静電潜像担持体上を
クリーニングするクリーニング工程とを少なくとも含んでなり、
　前記静電潜像担持体が、支持体と、該支持体上に少なくとも電荷発生層、電荷輸送層、
及び架橋型電荷輸送層をこの順に積層してなる感光層とを有してなり、該架橋型電荷輸送
層が電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物と電荷輸送性構造を有
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する１官能のラジカル重合性化合物との反応物を含有する静電潜像担持体であって、
　前記静電潜像担持体が、雰囲気温度が４０℃以下であり、かつ稼動時における静電潜像
担持体の周囲の雰囲気温度が４０℃を超える画像形成装置に搭載して用いられ、
　前記電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物が２種類以上用いら
れることを特徴とする画像形成方法である。
　＜２＞　プロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃ以上である画像形成装置に用いられる
前記＜１＞に記載の画像形成方法である。
　＜３＞　架橋型電荷輸送層の厚みが１～１０μｍである前記＜１＞から＜２＞のいずれ
かに記載の画像形成方法である。
　＜４＞　架橋型電荷輸送層の厚みが２～８μｍである前記＜１＞から＜３＞のいずれか
に記載の画像形成方法である。
　＜５＞　３官能以上のラジカル重合性化合物及び１官能のラジカル重合性化合物におけ
るラジカル重合性官能基が、アクリロイルオキシ基及びメタクリロイルオキシ基の少なく
ともいずれかである前記＜１＞から＜４＞のいずれかに記載の画像形成方法である。
　＜６＞　静電潜像担持体表面に接触乃至非接触状態で配置された帯電器により交流を重
畳した直流電圧を印加して該静電潜像担持体表面を帯電する画像形成に用いられる前記＜
１＞から＜５＞のいずれかに記載の画像形成方法である。
【００１９】
　本発明の静電潜像担持体は、支持体と、該支持体上に少なくとも電荷発生層、電荷輸送
層、及び架橋型電荷輸送層をこの順に積層してなる感光層とを有してなり、該架橋型電荷
輸送層が電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物と電荷輸送性構造
を有する１官能のラジカル重合性化合物との反応物を含有する静電潜像担持体であって、
該静電潜像担持体が、雰囲気温度が４０℃以下であり、稼動時における静電潜像担持体の
周囲の雰囲気温度が４０℃を超える画像形成装置に搭載されて用いられる。該本発明の静
電潜像担持体においては、耐傷性、耐摩耗性の高い、高湿環境下において表面抵抗が低下
せず、また、高速プロセス等で見られる高温環境下においても長期間にわたり高耐久及び
高画質な画像が得られる。
【００２０】
　前記静電潜像担持体（電子写真感光体）は、帯電手段、現像手段、転写手段、定着手段
、クリーニング手段、除電手段などの一連のプロセスが繰り返される環境で使用され、こ
の過程で感光体が摩耗したり、傷が発生することにより、画像劣化を引き起こし寿命とな
る。この摩耗、傷をもたらす要因としては、（１）帯電、除電時の放電による感光体表面
組成物の分解及び酸化性ガスによる化学的劣化、（２）現像時におけるキャリア付着、（
３）転写時における紙との摩擦、（４）クリーニング時におけるクリーニングブラシ、ク
リーニングブレード及び介在するトナーや付着キャリアとの摩擦などが挙げられる。これ
らのハザードに強い感光体を設計するためには、表面層を高硬度、高弾性でかつ均一にす
ることが重要であり、膜構造からは緻密でかつ均質な三次元網目構造を形成する方法が有
望である。本発明の表面にあたる架橋型電荷輸送層は、３官能以上のラジカル重合性モノ
マーを硬化した架橋構造有するため三次元の網目構造が発達し、架橋密度が非常に高い高
硬度、かつ高弾性表面層が得られ、高い耐摩耗性、耐傷性が達成される。このように感光
体表面の架橋密度、即ち単位体積あたりの架橋結合数を増加させることが重要であるが、
硬化反応において瞬時に多数の結合を形成させるため体積収縮による内部応力が発生する
。この内部応力は架橋層の厚みが厚くなるほど増加するため電荷輸送層全層を硬化させる
と、クラックや膜剥がれが発生しやすくなる。この現象は初期的に現れなくても、電子写
真プロセス上で繰り返し使用され帯電、現像、転写、クリーニングのハザード及び熱変動
の影響を受けることにより、経時で発生しやすくなることもある。かかる問題点を解決す
る方法としては、（１）架橋層及び架橋構造に高分子成分を導入する、（２）１官能及び
２官能のラジカル重合性モノマーを多量に用いる、（３）柔軟性基を有する多官能モノマ
ーを用いる、などの硬化樹脂層を柔らかくする方向性が挙げられるが、いずれも架橋層の
架橋密度が希薄となり、飛躍的な耐摩耗性が達成されない。
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【００２１】
　これに対し、本発明の静電潜像担持体（感光体）は、電荷輸送層上に三次元の網目構造
が発達した架橋密度の高い架橋型電荷輸送層を１～１０μｍの厚みで設けることで、上記
のクラックや膜剥がれが発生せず、かつ非常に高い耐摩耗性が達成される。本発明の感光
体がクラックや膜剥がれを抑制できる理由としては、架橋型電荷輸送層を薄膜化できるた
め内部応力が大きくならないこと、下層に電荷輸送層を有するため表面の架橋型電荷輸送
層の内部応力を緩和できることなどによる。このため架橋型電荷輸送層に高分子材料を多
量に含有させる必要がなく、この時生ずる、高分子材料とラジカル重合性組成物（ラジカ
ル重合性モノマーや電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物）の反応より生じた硬
化物との不相溶が原因の傷やトナーフィルミングも起こりにくい。更に、電荷輸送層全層
にわたる厚膜を光エネルギー照射により硬化する場合、電荷輸送性構造による吸収から内
部への光透過が制限され、硬化反応が十分に進行しない現象が起こることがある。本発明
の架橋型電荷輸送層においては、表面から８μｍ以下の内部まで均一に硬化反応が進行し
、表面と同様に内部でも高い耐摩耗性が維持される。また、本発明の最表面層の形成にお
いては、上記３官能性ラジカル重合性モノマーに加え、更に１官能の電荷輸送性構造を有
するラジカル重合性化合物を含有しており、これが上記３官能以上のラジカル重合性モノ
マー硬化時に架橋構造中に取り込まれる。これに対し、官能基を有しない低分子電荷輸送
物質を架橋表面層中に含有させた場合、その相溶性の低さから低分子電荷輸送物質の析出
や白濁現象が起こり、架橋表面層の機械的強度も低下する。一方、２官能以上の電荷輸送
性化合物を主成分として用いた場合は複数の結合で架橋構造中に固定され架橋密度はより
高まるが、電荷輸送性構造が非常に嵩高いため硬化樹脂構造の歪みが非常に大きくなり、
架橋型電荷輸送層の内部応力が高まる原因となる。
【００２２】
　更に、本発明の静電潜像担持体は、良好な電気的特性を有し、このため、長期間にわた
り高画質化が実現される。これは架橋型電荷輸送層の構成材料として１官能の電荷輸送性
構造を有するラジカル重合性化合物を用い、架橋結合間にペンダント状に固定化したこと
に起因する。上記のように官能基を有しない電荷輸送物質は析出、白濁現象が起こり、感
度の低下、残留電位の上昇等繰り返し使用における電気的特性の劣化が著しい。２官能以
上の電荷輸送性化合物を主成分として用いた場合は複数の結合で架橋構造中に固定される
ため、電荷輸送時の中間体構造（カチオンラジカル）が安定して保てず、電荷のトラップ
による感度の低下、残留電位の上昇が起こりやすい。これらの電気的特性の劣化は、画像
濃度低下、文字の細り等の画像として現れる。更に、本発明の静電潜像担持体においては
、下層の電荷輸送層として従来感光体の電荷トラップの少ない高移動度な設計が適応可能
で、架橋型電荷輸送層の電気的副作用を最小限に抑えることができる。
【００２３】
　前記架橋型電荷輸送層は電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマ
ーと１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化することにより形成さ
れ、層全体としては三次元の網目構造が発達し高い架橋密度を有するが、上記成分以外の
含有物（例えば、１又は２官能モノマー、高分子バインダー、酸化防止剤、レベリング剤
、可塑剤などの添加剤及び下層からの溶解混入成分）や硬化条件により、局部的に架橋密
度が希薄になったり、高密度に架橋した微小な硬化物の集合体として形成されることがあ
る。このような架橋型電荷輸送層は、硬化物間の結合力は弱く有機溶剤に対し溶解性を示
し、かつ電子写真プロセス中で繰り返し使用されるなかで、局部的な摩耗や微小な硬化物
単位での脱離が発生しやすくなる。本発明のように架橋型電荷輸送層を有機溶剤に対し不
溶性にせしめることにより、本来の三次元の網目構造が発達し高い架橋度を有することに
加え、連鎖反応が広い範囲で進行し硬化物が高分子量化するため、飛躍的な耐摩耗性が達
成される。
【００２４】
　本発明の画像形成装置は、静電潜像担持体と、該静電潜像担持体上に静電潜像を形成す
る静電潜像形成手段と、該静電潜像をトナーを用いて現像して可視像を形成する現像手段
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と、前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、記録媒体に転写された転写像を定着す
る定着手段と、前記静電潜像担持体上をクリーニングするクリーニング手段とを少なくと
も有してなり、前記静電潜像担持体が、前記本発明の静電潜像担持体である。該本発明の
画像形成装置においては、前記静電潜像担持体として、本発明の前記静電潜像担持体を用
いるので、耐傷性、耐摩耗性の高い、高湿環境下において表面抵抗が低下せず、また、高
速プロセス等で見られる高温環境下においても長期間に亘って高耐久及び高画質な画像が
得られる。
【００２５】
　本発明の画像形成方法は、静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成工程と
、該静電潜像をトナーを用いて現像して可視像を形成する現像工程と、前記可視像を記録
媒体に転写する転写工程と、記録媒体に転写された転写像を定着する定着工程と、前記静
電潜像担持体上をクリーニングするクリーニング工程とを少なくとも含んでなり、前記静
電潜像担持体が、前記本発明の静電潜像担持体である。該本発明の画像形成方法において
は、前記静電潜像担持体として、本発明の前記静電潜像担持体を用いるので、耐傷性、耐
摩耗性の高い、高湿環境下において表面抵抗が低下せず、また、高速プロセス等で見られ
る高温環境下においても長期間にわたり高耐久及び高画質な画像を形成できる。
【００２６】
　本発明のプロセスカートリッジは、静電潜像担持体と、該静電潜像担持体上に形成され
た静電潜像をトナーを用いて現像し可視像を形成する現像手段とを少なくとも有してなり
、前記静電潜像担持体として、本発明の前記静電潜像担持体を用いているので、耐傷性、
耐摩耗性の高い、高湿環境下において表面抵抗が低下せず、また、高速プロセス等で見ら
れる高温環境下においても長期間にわたり高耐久及び高画質な画像が得られ、ブレードク
リーニング等を行っても静電潜像担持体の摩耗が極めて僅かに抑制され、クリーニング性
も良好である。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によると、従来における諸問題を解決でき、高温雰囲気の特定の条件で用いる際
に、架橋型電荷輸送層を表面層に用いた静電潜像担持体を使用することによって、実際の
画像形成装置においても、耐摩耗性が良好であり、かつ耐摩耗性が低下しない静電潜像担
持体を提供できる。
　また、本発明の静電潜像担持体は、特に、プロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃ超え
る系においても良好な耐摩耗性を示し、また、静電潜像担持体表面に接触乃至は非接触に
配置された帯電器から交流を重畳した直流電圧を印加して該静電潜像担持体を帯電するプ
ロセス、ブレードクリーニング方式であるプロセスにおいて良好な耐摩耗性を示し、極め
て耐久性及び実用性に優れたものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
（静電潜像担持体）
　本発明の静電潜像担持体は、支持体と、該支持体上に少なくとも電荷発生層、電荷輸送
層、及び架橋型電荷輸送層をこの順に積層してなる感光層とを有してなり、更に必要に応
じてその他の層を有してなる。
　前記静電潜像担持体は、後述するように、雰囲気温度が４０℃以下であり、稼動時にお
ける静電潜像担持体の周囲の雰囲気温度が４０℃を超える画像形成装置に搭載されて用い
られる。
【００２９】
　ここで、図１は、本発明の静電潜像担持体（電子写真感光体）の一例を示す概略断面図
である。この静電潜像担持体は、導電性支持体１上に、電荷発生機能を有する電荷発生層
２と、電荷輸送物機能を有する電荷輸送層３と、架橋型電荷輸送層４がこの順に積層され
てなる積層構造の感光体である。
【００３０】
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－支持体－
　前記支持体としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すものであれば特に
制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、アルミニウム、ニッケル、
クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金等の金属；酸化スズ、酸化インジウム等の金属酸化
物を蒸着又はスパッタリングにより、フィルム状もしくは円筒状のプラスチック、紙に被
覆したもの、あるいはアルミニウム、アルミニウム合金、ニッケル、ステンレスなどの板
及びそれらを押し出し、引き抜きなどの工法で素管化後、切削、超仕上げ、研摩などの表
面処理を施した管などを使用することができる。また、特開昭５２－３６０１６号公報に
開示されたエンドレスニッケルベルト、エンドレスステンレスベルトも支持体として用い
ることができる。
【００３１】
　その他、前記支持体上に導電性粉体を適当な結着樹脂に分散して塗工したものについて
も、本発明の支持体として用いることができる。
　前記導電性粉体としては、例えば、カーボンブラック、アセチレンブラック、また、ア
ルミニウム、ニッケル、鉄、ニクロム、銅、亜鉛、銀などの金属粉、あるいは導電性酸化
スズ、ＩＴＯなどの金属酸化物粉体などが挙げられる。また、同時に用いられる結着樹脂
には、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン
共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂
、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂、ポ
リアリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート樹脂、酢酸セルロース樹脂、エチ
ルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、ポリビニル
トルエン樹脂、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキ
シ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂などの熱可塑性
、熱硬化性樹脂又は光硬化性樹脂が挙げられる。
　前記導電性層は、これらの導電性粉体と結着樹脂を適当な溶剤、例えば、テトラヒドロ
フラン、ジクロロメタン、メチルエチルケトン、トルエンなどに分散して塗布することに
より設けることができる。
【００３２】
　更に、適当な円筒基体上にポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリスチ
レン、ポリ塩化ビニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、テフロン（登録商標）などの素材
に前記導電性粉体を含有させた熱収縮チューブによって導電性層を設けてなるものも、本
発明の導電性支持体として良好に用いることができる。
【００３３】
－感光層－
　前記感光層は、電荷発生機能を有する電荷発生層と、電荷輸送物機能を有する電荷輸送
層と、架橋型電荷輸送層がこの順に積層されてなり、更に必要に応じてその他の層を有し
てなる。
【００３４】
－－電荷発生層－－
　前記電荷発生層は、電荷発生機能を有する電荷発生物質を主成分として含み、バインダ
ー樹脂、更に必要に応じてその他の成分を含んでなる。
【００３５】
　前記電荷発生物質としては、無機系材料と有機系材料をいずれも好適に用いることがで
きる。
　前記無機系材料としては、例えば、結晶セレン、アモルファス－セレン、セレン－テル
ル、セレン－テルル－ハロゲン、セレン－ヒ素化合物、アモルファス－シリコン等が挙げ
られる。該アモルファス－シリコンにおいては、ダングリングボンドを水素原子、ハロゲ
ン原子でターミネートしたものや、ホウ素原子、リン原子等をドープしたものが良好に用
いられる。
　前記有機系材料としては、公知の材料を用いることができる。例えば、金属フタロシア
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ニン、無金属フタロシアニン等のフタロシアニン系顔料、アズレニウム塩顔料、スクエア
リック酸メチン顔料、カルバゾール骨格を有するアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を有
するアゾ顔料、ジフェニルアミン骨格を有するアゾ顔料、ジベンゾチオフェン骨格を有す
るアゾ顔料、フルオレノン骨格を有するアゾ顔料、オキサジアゾール骨格を有するアゾ顔
料、ビススチルベン骨格を有するアゾ顔料、ジスチリルオキサジアゾール骨格を有するア
ゾ顔料、ジスチリルカルバゾール骨格を有するアゾ顔料、ペリレン系顔料、アントラキノ
ン系又は多環キノン系顔料、キノンイミン系顔料、ジフェニルメタン及びトリフェニルメ
タン系顔料、ベンゾキノン及びナフトキノン系顔料、シアニン及びアゾメチン系顔料、イ
ンジゴイド系顔料、ビスベンズイミダゾール系顔料などが挙げられる。これらの電荷発生
物質は、単独又は２種以上の混合物として用いることができる。
　これらの中でも、下記構造式（１）で示されるオキシチタニウムフタロシアニンが好ま
しいものの一つである。
【００３６】
【化９】

　前記構造式（１）中、Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、及びＸ４は、Ｃｌ又はＢｒを表す。ｈ、ｉ、
ｊ、及びｋは、０～４の整数を表す。
【００３７】
　前記オキシチタニウムフタロシアニンの結晶形については、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができるが、ＣｕＫαの特性Ｘ線回折におけるブラック角（２θ±
０．２°）の９．０°、１４．２°、２３．９°及び２７．１°に強いピークを有するオ
キシチタニウムフタロシアニン、あるいは９．６°及び２７．３°に強いピークを有する
オキシチタニウムフタロシアニンのいずれかであることが、感度特性の点からはより好ま
しい。
【００３８】
　前記バインダー樹脂としては、例えば、ポリアミド、ポリウレタン、エポキシ樹脂、ポ
リケトン、ポリカーボネート、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、
ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポリスチレン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾー
ル、ポリアクリルアミド、などが挙げられる。これらは、単独又は２種以上の混合物とし
て用いることができる。
　具体的には、特開平０１－００１７２８号公報、特開平０１－００９９６４号公報、特
開平０１－０１３０６１号公報、特開平０１－０１９０４９号公報、特開平０１－２４１
５５９号公報、特開平０４－０１１６２７号公報、特開平０４－１７５３３７号公報、特
開平０４－１８３７１９号公報、特開平０４－２２５０１４号公報、特開平０４－２３０
７６７号公報、特開平０４－３２０４２０号公報、特開平０５－２３２７２７号公報、特
開平０５－３１０９０４号公報、特開平０６－２３４８３６号公報、特開平０６－２３４
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８３７号公報、特開平０６－２３４８３８号公報、特開平０６－２３４８３９号公報、特
開平０６－２３４８４０号公報、特開平０６－２３４８４１号公報、特開平０６－２３９
０４９号公報、特開平０６－２３６０５０号公報、特開平０６－２３６０５１号公報、特
開平０６－２９５０７７号公報、特開平０７－０５６３７４号公報、特開平０８－１７６
２９３号公報、特開平０８－２０８８２０号公報、特開平０８－２１１６４０号公報、特
開平０８－２５３５６８号公報、特開平０８－２６９１８３号公報、特開平０９－０６２
０１９号公報、特開平０９－０４３８８３号公報、特開平０９－７１６４２号公報、特開
平０９－８７３７６号公報、特開平０９－１０４７４６号公報、特開平０９－１１０９７
４号公報、特開平０９－１１０９７６号公報、特開平０９－１５７３７８号公報、特開平
０９－２２１５４４号公報、特開平０９－２２７６６９号公報、特開平０９－２３５３６
７号公報、特開平０９－２４１３６９号公報、特開平０９－２６８２２６号公報、特開平
０９－２７２７３５号公報、特開平０９－３０２０８４号公報、特開平０９－３０２０８
５号公報、特開平０９－３２８５３９号公報等に記載の電荷輸送性高分子材料が挙げられ
る。
【００３９】
　前記バインダー樹脂の他に、電荷輸送機能を有する高分子電荷輸送物質、例えば、アリ
ールアミン骨格やベンジジン骨格やヒドラゾン骨格やカルバゾール骨格やスチルベン骨格
やピラゾリン骨格等を有するポリカーボネート、ポリエステル、ポリウレタン、ポリエー
テル、ポリシロキサン、アクリル樹脂等の高分子材料やポリシラン骨格を有する高分子材
料等を用いることができる。
　具体的には、特開昭６３－２８５５５２号公報、特開平０５－１９４９７号公報、特開
平０５－７０５９５号公報、特開平１０－７３９４４号公報等に記載のポリシリレン重合
体、などが挙げられる。
【００４０】
　前記電荷発生層には、低分子電荷輸送物質を含有させることができる。該低分子電荷輸
送物質としては、正孔輸送物質と電子輸送物質とのいずれも好適である。
　前記電子輸送物質としては、電子受容性物質が好適であり、例えば、クロルアニル、ブ
ロムアニル、テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニト
ロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５
，７－テトラニトロキサントン、２，４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－
トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニ
トロジベンゾチオフェン－５，５－ジオキサイド、ジフェノキノン誘導体、などが挙げら
れる。これらは、１種単独又は２種以上の混合物として用いることができる。
　前記正孔輸送物質としては、以下に表される電子供与性物質が好適に挙げられ、例えば
、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、モノアリールア
ミン誘導体、ジアリールアミン誘導体、トリアリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、
α－フェニルスチルベン誘導体、ベンジジン誘導体、ジアリールメタン誘導体、トリアリ
ールメタン誘導体、９－スチリルアントラセン誘導体、ピラゾリン誘導体、ジビニルベン
ゼン誘導体、ヒドラゾン誘導体、インデン誘導体、ブタジェン誘導体、ピレン誘導体等、
ビススチルベン誘導体、エナミン誘導体、等が挙げられる。これらの正孔輸送物質は、単
独又は２種以上の混合物として用いることができる。
【００４１】
　前記電荷発生層を形成する方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、真空薄膜作製法、溶液分散系からのキャスティング法、などが挙げられ
る。
　前記真空薄膜作製法としては、例えば、真空蒸着法、グロー放電分解法、イオンプレー
ティング法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、ＣＶＤ法、等が好適であり、
上述した無機系材料、有機系材料が良好に形成できる。
　前記キャスティング法によって電荷発生層を設ける方法としては、例えば、前記無機系
又は有機電荷発生物質を、必要に応じてバインダー樹脂と共に、溶媒を用いてボールミル
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、アトライター、サンドミル、ビーズミル等により分散し、分散液を適度に希釈して塗布
することにより、形成できる。該溶媒としては、例えば、テトラヒドロフラン、ジオキサ
ン、ジオキソラン、トルエン、ジクロロメタン、モノクロロベンゼン、ジクロロエタン、
シクロヘキサノン、シクロペンタノン、アニソール、キシレン、メチルエチルケトン、ア
セトン、酢酸エチル、酢酸ブチル、等が挙げられる。なお、前記分散液には、必要に応じ
て、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル等のレベリング剤を添
加することができる。前記塗布は、浸漬塗工法やスプレーコート、ビードコート、リング
コート法などを用いて行うことができる。
【００４２】
　前記電荷発生層の厚みは、０．０１～５μｍが好ましく、０．０５～２μｍがより好ま
しい。
【００４３】
－－電荷輸送層－－
　前記電荷輸送層は、電荷輸送機能を有する層であり、電荷輸送機能を有する電荷輸送物
質及び結着樹脂を適当な溶剤に溶解ないし分散し、これを電荷発生層上に塗布、乾燥する
ことにより形成させる。
　前記電荷輸送物質としては、前記電荷発生層で記載した電子輸送物質、正孔輸送物質及
び高分子電荷輸送物質を用いることができる。上述したように高分子電荷輸送物質を用い
ることにより、架橋型電荷輸送層を塗工時の下層の溶解性を低減でき、とりわけ有用であ
る。
【００４４】
　前記結着樹脂としては、例えば、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重
合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステ
ル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ
塩化ビニリデン、ポリアリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート樹脂、酢酸セ
ルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマー
ル樹脂、ポリビニルトルエン樹脂、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール樹脂、アクリル樹脂、
シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキ
ッド樹脂、等が挙げられ、これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【００４５】
　前記電荷輸送物質の添加量は、前記結着樹脂１００質量部に対し、２０～３００質量部
が好ましく、４０～１５０質量部がより好ましい。但し、高分子電荷輸送物質を用いる場
合は、単独でも結着樹脂との併用も可能である。
【００４６】
　前記電荷輸送層の塗工に用いられる溶媒としては、前記電荷発生層と同様なものが使用
できるが、電荷輸送物質及び結着樹脂を良好に溶解するものが適している。これらの溶剤
は単独で使用しても２種以上混合して使用してもよい。また、電荷輸送層の下層部分の形
成には電荷発生層と同様な塗工法が可能である。
【００４７】
　また、前記電荷輸送層には、必要に応じて、可塑剤、レベリング剤を添加することもで
きる。
　前記可塑剤としては、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレート等の一般に用いられ
る樹脂の可塑剤として使用されているものを用いることができる。該可塑剤の使用量は、
前記結着樹脂１００質量部に対し０～３０質量部程度が適当である。
　前記レベリング剤としては、例えば、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリ
コーンオイル等のシリコーンオイル類、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマー
あるいはオリゴマーが使用される。該レベリング剤の使用量は、前記結着樹脂１００質量
部に対し０～１質量部程度が好ましい。
【００４８】
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　前記電荷輸送層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、５
～４０μｍが好ましく、１０～３０μｍがより好ましい。
【００４９】
－－架橋型電荷輸送層－－
　前記電荷輸送層上に、後述する架橋型電荷輸送層塗工液を塗布、必要に応じて乾燥後、
熱や光照射の外部エネルギーにより硬化反応を開始させ、架橋型電荷輸送層が形成される
。
　前記架橋型電荷輸送層は、電荷輸送機能を有する架橋構造を有する層であり、少なくと
も電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーと１官能の電荷輸送性
構造を有するラジカル重合性化合物を適当な溶剤に溶解ないし分散し、これを電荷輸送層
上に塗布、乾燥することにより形成させる。
【００５０】
　前記電荷輸送性を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーとしては、例えば、ト
リアリールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの正孔輸送性構造、例え
ば縮合多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基やニトロ基を有する電子吸引性芳香族環な
どの電子輸送構造を有しておらず、かつラジカル重合性官能基を３個以上有するモノマー
を指す。このラジカル重合性官能基とは、炭素－炭素２重結合を有し、ラジカル重合可能
な基であれば何れでもよい。これらラジカル重合性官能基としては、例えば、下記に示す
１－置換エチレン官能基、１，１－置換エチレン官能基等が挙げられる。
【００５１】
（１）１－置換エチレン官能基としては、例えば、下記構造式（２）で表される官能基が
好適に挙げられる。
　　ＣＨ２＝ＣＨ－Ｘ１－　　　・・・構造式（２）
　ただし、前記構造式（２）中、Ｘ１は、置換基を有していてもよいフェニレン基、ナフ
チレン基等のアリーレン基、置換基を有していてもよいアルケニレン基、－ＣＯ－基、－
ＣＯＯ－基、－ＣＯＮ（Ｒ１０）－基（ただし、Ｒ１０は、水素原子、メチル基、エチル
基等のアルキル基、ベンジル基、ナフチルメチル基、フェネチル基等のアラルキル基、フ
ェニル基、ナフチル基等のアリール基を表す。）、又はＳ－基を表す。
　これらの置換基としては、具体的には、ビニル基、スチリル基、２－メチル－１，３－
ブタジエニル基、ビニルカルボニル基、アクリロイルオキシ基、アクリロイルアミド基、
ビニルチオエーテル基、等が挙げられる。
【００５２】
（２）１，１－置換エチレン官能基としては、例えば、下記構造式（３）で表される官能
基が好適に挙げられる。
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｙ）－Ｘ２－　　・・・・構造式（３）
　ただし、前記構造式（３）中、Ｙは、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を
有していてもよいアラルキル基、置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等の
アリール基、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、メトキシ基あるいはエトキシ基等のア
ルコキシ基、－ＣＯＯＲ１１基（ただし、Ｒ１１は、水素原子、置換基を有していてもよ
いメチル基、エチル基等のアルキル基、置換基を有していてもよいベンジル、フェネチル
基等のアラルキル基、置換基を有していてもよいフェニル基、ナフチル基等のアリール基
、又はＣＯＮＲ１２Ｒ１３（ただし、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、置換基を有してい
てもよいメチル基、エチル基等のアルキル基、置換基を有していてもよいベンジル基、ナ
フチルメチル基、あるいはフェネチル基等のアラルキル基、又は置換基を有していてもよ
いフェニル基、ナフチル基等のアリール基を表し、互いに同一又は異なっていてもよい。
）、また、Ｘ２は前記構造式（２）のＸ１と同一の置換基及び単結合、アルキレン基を表
す。ただし、Ｙ，Ｘ２の少なくとも何れか一方がオキシカルボニル基、シアノ基、アルケ
ニレン基、及び芳香族環である。
　これらの置換基としては、例えば、α－塩化アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオ
キシ基、α－シアノエチレン基、α－シアノアクリロイルオキシ基、α－シアノフェニレ
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ン基、メタクリロイルアミノ基。等が挙げられる。
　なお、これらＸ、Ｙについての置換基に更に置換される置換基としては、例えばハロゲ
ン原子、ニトロ基、シアノ基、メチル基、エチル基等のアルキル基、メトキシ基、エトキ
シ基等のアルコキシ基、フェノキシ基等のアリールオキシ基、フェニル基、ナフチル基等
のアリール基、ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基、などが挙げられる。
　これらのラジカル重合性官能基の中では、特にアクリロイルオキシ基、メタクリロイル
オキシ基が有用であり、３個以上のアクリロイルオキシ基を有する化合物は、例えば、水
酸基がその分子中に３個以上ある化合物とアクリル酸（塩）、アクリル酸ハライド、アク
リル酸エステルを用い、エステル反応あるいはエステル交換反応させることにより得るこ
とができる。また、３個以上のメタクリロイルオキシ基を有する化合物も同様にして得る
ことができる。また、ラジカル重合性官能基を３個以上有する単量体中のラジカル重合性
官能基は、同一でも異なってもよい。
【００５３】
　前記電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーとしては、以下の
ものが例示されるが、これらの化合物に限定されるものではない。
　前記ラジカル重合性モノマーとしては、例えば、トリメチロールプロパントリアクリレ
ート（ＴＭＰＴＡ）、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールプロ
パンアルキレン変性トリアクリレート、トリメチロールプロパンエチレンオキシ変性（以
下、ＥＯ変性という）トリアクリレート、トリメチロールプロパプロピレンオキシ変性（
以下、ＥＯ変性という）トリアクリレート、トリメチロールプロパンカプロラクトン変性
トリアクリレート、トリメチロールプロパンアルキレン変性トリメタクリレート、ペンタ
エリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート（ＰＥＴＴ
Ａ）、グリセロールトリアクリレート、グリセロールエピクロロヒドリン変性（以下、Ｅ
ＣＨ変性という）トリアクリレート、グリセロールＥＯ変性トリアクリレート、グリセロ
ールＰＯ変性トリアクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペ
ンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）、ジペンタエリスリトールカプロラ
クトン変性ヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヒドロキシペンタアクリレート
、アルキル化ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、アルキル化ジペンタエリスリ
トールテトラアクリレート、アルキル化ジペンタエリスリトールトリアクリレート、ジメ
チロールプロパンテトラアクリレート（ＤＴＭＰＴＡ）、ペンタエリスリトールエトキシ
テトラアクリレート、リン酸ＥＯ変性トリアクリレート、２，２，５，５，－テトラヒド
ロキシメチルシクロペンタノンテトラアクリレート、などが挙げられ、これらは、１種単
独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５４】
　また、前記電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物としては、下
記構造式（ｉ）で表される化合物が好適に挙げられる。
　また、前期電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物としては、異
なる構造を有する複数種のラジカル重合性化合物を含み、該ラジカル重合性化合物の少な
くとも１種が、下記一般式（ｉ）で表される化合物であることが好ましい。
【化１０】

　ただし、前記構造式（ｉ）中、Ｒ７１、Ｒ７２、Ｒ７３、Ｒ７４、Ｒ７５、及びＲ７６
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ｉ）で表される基を表す。なお、Ｒ７１～Ｒ７６は、同時に２つ以上が水素原子であるこ
とはない。
【化１１】

　ただし、前記構造式（ｉｉ）中、Ｒ７７は、単結合、アルキレン基、アルキレンエーテ
ル基、又はアルキレンオキシカルボニル基を表す。Ｒ７８は、水素原子、又はメチル基を
示す。
　前記アルキレン基、アルキレンエーテル基、及びアルキレンオキシカルボニル基として
は、後述する構造式（４）及び（５）のＺと同様なものが挙げられる。
【００５５】
　前記構造式（ｉ）で表されるラジカル重合性化合物を用いると、３官能や４官能のみの
化合物を用いた場合に比較して、更に３次元の網目構造が発達し、架橋度が非常に高い高
硬度架橋表面層が得られ、高い耐摩耗性が達成される。また、本発明の電荷輸送性構造を
有する１官能のラジカル重合性化合物との相溶性も良好であり、これらが同時に短時間で
硬化され、硬化速度の向上により平滑な表面層の形成が実現可能となり、本発明の効果を
更に向上させることができる。
　更に、反応性官能基が多く、硬化速度の速い、前記構造式（ｉ）で表わされる電荷輸送
性構造を有しないラジカル重合性モノマーと電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル重
合性化合物を硬化することで架橋層中に歪みの少ない均一な架橋膜を形成することが可能
となり、この結果、架橋表面層中において電荷輸送物質の未反応部分が減少し、架橋膜内
部の均質性が大きく改善される。これにより、耐摩耗性の向上と同時に安定した静電特性
の両立も実現される。
【００５６】
　前記構造式（ｉ）で表される化合物としては、５個以上のアクリロイルオキシ基を有す
る化合物は、例えば水酸基がその分子中に５個以上ある化合物とアクリル酸（塩）、アク
リル酸ハライド、アクリル酸エステルを用い、エステル反応あるいはエステル交換反応さ
せることにより得ることができる。また、５個以上のメタクリロイルオキシ基を有する化
合物も同様にして得ることができる。また、ラジカル重合性官能基を５個以上有する単量
体中のラジカル重合性官能基は、同一でも異なってもよい。
【００５７】
　前記構造式（ｉ）で表わされる電荷輸送性構造を有しないラジカル重合性モノマーとし
ては３個のアクリロイルオキシ基及び３個の水素基を有する化合物、４個のアクリロイル
オキシ基及び２個の水素基を有する化合物、５個のアクリロイルオキシ基及び１個の水素
基を有する化合物、６個のアクリロイルオキシ基を有する化合物、３個のメタクリロイル
オキシ基及び３個の水素基を有する化合物、４個のメタクリロイルオキシ基及び２個の水
素基を有する化合物、５個のメタクリロイルオキシ基及び１個の水素基を有する化合物、
６個のメタクリロイルオキシ基を有する化合物などが例示でき、更に詳しくは、下記構造
式で表される化合物が例示されるが、これらの化合物に限定されるものではない。これら
は、単独又は２種類以上を併用しても差し支えない。
【００５８】
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【化１３】

【００６０】
　これらのモノマーは収率が優れる、製造コストが低い及び生産性が高いなどの理由から
多価アルコールのエステル化により製造されることが例示でき、これらのモノマーを２種
以上、更に詳しくは２種、３種又は４種を併用する場合であって、６個のラジカル重合性
官能基を有するモノマーを用いるときには、収率が優れるという点で、エステル化により
６個のラジカル重合性官能基を有するモノマー、及びエステル化されずに水素基が残存し
た５個以下のラジカル重合性官能基を有するモノマーとの混合物を用いることが好ましい
。また、その配合率は、同様に収率が優れるという点で該モノマーを２０～９９質量％含
有することが好ましく、３０～９７質量％がより好ましく、４０～９５質量％が更に好ま
しい。
　（１）同様の理由により、５個のラジカル重合性官能基を有するモノマーを用いるとき
には、このモノマーを２０～９９質量％含有することが好ましく、３０～９７質量％がよ
り好ましく、４０～９５質量％が更に好ましい。
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　（２）同様の理由により、４個のラジカル重合性官能基を有するモノマーを用いるとき
には、このモノマーを０.０１～３０質量％含有することが好ましく、０.１～２０質量％
がより好ましく、３～５質量％が更に好ましい。
　（３）同様の理由により、３個のラジカル重合性官能基を有するモノマーを用いるとき
には、このモノマーを０.０１～３０質量％含有することが好ましく、０.１～２０質量％
がより好ましく、３～５質量％が更に好ましい。
【００６１】
　更に詳しくは、同様の理由により５個のアクリロイルオキシ基及び１個の水素基を有す
る化合物３０～７０質量％が好ましく、４０～６０質量％がより好ましい。
　また、６個のアクリロイルオキシ基を有する化合物７０～３０質量％、好ましくは６０
～４０質量％を含有する混合物、５個のアクリロイルオキシ基及び１個の水素基を有する
化合物３０～６５質量％、好ましくは４０～５５質量％、６個のアクリロイルオキシ基を
有する化合物６５～３０質量％、好ましくは５５～４０質量％、並びに、以下に列挙する
化合物（ｉ）～（ｉｖ）の中から選択される１種、２種、３種又は４種が０．０１～５質
量％、好ましくは１～３質量％を含有する混合物が挙げられる。
　　（ｉ）１個のアクリロイルオキシ基及び５個の水素基を有する化合物
　　（ｉｉ）２個のアクリロイルオキシ基及び４個の水素基を有する化合物
　　（ｉｉｉ）３個のアクリロイルオキシ基及び３個の水素基を有する化合物
　　（ｉｖ）４個のアクリロイルオキシ基及び２個の水素基を有する化合物
【００６２】
　また、５個のメタクリロイルオキシ基及び１個の水素基を有する化合物３０～７０質量
％、好ましくは４０～６０質量％並びに６個のメタクリロイルオキシ基を有する化合物７
０～３０質量％、好ましくは６０～４０質量％を含有する混合物、５個のメタクリロイル
オキシ基及び１個の水素基を有する化合物３０～６５質量％、好ましくは４０～５５質量
％、６個のメタクリロイルオキシ基を有する化合物６５～３０質量％、好ましくは５５～
４０質量％、並びに、以下に列挙する化合物（ｉ）～（ｉｖ）の中から選択される１種、
２種、３種又は４種が０．０１～５質量％、好ましくは１～３質量％を含有する混合物が
例示できる。
　　（ｉ）１個のメタクリロイルオキシ基及び５個の水素基を有する化合物
　　（ｉｉ）２個のメタクリロイルオキシ基及び４個の水素基を有する化合物
　　（ｉｉｉ）３個のメタクリロイルオキシ基及び３個の水素基を有する化合物
　　（ｉｖ）４個のメタクリロイルオキシ基及び２個の水素基を有する化合物
【００６３】
　前記電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーとしては、架橋型
電荷輸送層中に緻密な架橋結合を形成するため、該モノマー中の官能基数に対する分子量
の割合（分子量／官能基数）は２５０以下が好ましい。該該モノマー中の官能基数に対す
る分子量の割合が２５０を超えると、架橋型電荷輸送層は柔らかく耐摩耗性が幾分低下す
るため、上記例示したモノマー等中、ＥＯ、ＰＯ、カプロラクトン等の変性基を有するモ
ノマーにおいては、極端に長い変性基を有するものを単独で使用することは好ましくはな
い。また、前記架橋型電荷輸送層に用いられる電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラ
ジカル重合性モノマーの含有量は、架橋型電荷輸送層全量に対し２０～８０質量％が好ま
しく、３０～７０質量％がより好ましい。前記含有量が２０質量％未満であると、架橋型
電荷輸送層の三次元架橋密度が少なく、従来の熱可塑性バインダー樹脂を用いた場合に比
べ飛躍的な耐摩耗性向上が達成されないことがあり、８０質量％を超えると、電荷輸送性
化合物の含有量が低下し、電気的特性の劣化が生じる。使用されるプロセスによって要求
される電気特性や耐摩耗性が異なり、それに伴い本感光体の架橋型電荷輸送層の厚みも異
なるため一概には言えないが、両特性のバランスを考慮すると３０～７０質量％の範囲が
最も好ましい。
【００６４】
　前記架橋型電荷輸送層に用いられる１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化
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合物とは、例えば、トリアリールアミン、ヒドラゾン、ピラゾリン、カルバゾールなどの
正孔輸送性構造、例えば、縮合多環キノン、ジフェノキノン、シアノ基やニトロ基を有す
る電子吸引性芳香族環などの電子輸送構造を有しており、かつ１個のラジカル重合性官能
基を有する化合物を指す。このラジカル重合性官能基としては、先のラジカル重合性モノ
マーで示したものが挙げられ、特にアクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基が有
用である。また、前記電荷輸送性構造としてはトリアリールアミン構造が効果が高く、中
でも、下記構造式（４）又は（５）で示される化合物を用いた場合、感度、残留電位等の
電気的特性が良好に持続される。
【００６５】
【化１４】

【００６６】
【化１５】

【００６７】
　前記構造式（４）又は（５）中、Ｒ１は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよ
いアルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、
シアノ基、ニトロ基、アルコキシ基、－ＣＯＯＲ７（ただし、Ｒ７は、水素原子、置換基
を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよ
いアリール基を表す。）、ハロゲン化カルボニル基若しくはＣＯＮＲ８Ｒ９（ただし、Ｒ
８及びＲ９は、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有
してもよいアラルキル基又は置換基を有してもよいアリール基を示し、互いに同一であっ
ても異なっていてもよい）を表す。Ａｒ１、Ａｒ２は、置換もしくは未置換のアリーレン
基を表し、同一であっても異なってもよい。Ａｒ３、Ａｒ４は、置換もしくは未置換のア
リール基を表し、同一であっても異なってもよい。Ｘは、単結合、置換もしくは無置換の
アルキレン基、置換もしくは無置換のシクロアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキ
レンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレン基を表す。Ｚは、置換もしくは無置換の
アルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル２価基、アルキレンオキシカル
ボニル２価基を表す。ｍ、ｎは０～３の整数を表す。
【００６８】
　前記構造式（４）又は（５）において、Ｒ１の置換基中、アルキル基としては、例えば
メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基等、アリール基としては、フェニル基、ナフ
チル基等が、アラルキル基としては、ベンジル基、フェネチル基、ナフチルメチル基が、
アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基等がそれぞれ挙げられる
。これらは、ハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、メチル基、エチル基等のアルキル基、
メトキシ基、エトキシ基等のアルコキシ基、フェノキシ基等のアリールオキシ基、フェニ
ル基、ナフチル基等のアリール基、ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基等により
置換されていてもよい。
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　Ｒ１の置換基のうち、特に好ましいものは水素原子、メチル基である。
　置換もしくは未置換のＡｒ３、Ａｒ４はアリール基であり、アリール基としては縮合多
環式炭化水素基、非縮合環式炭化水素基及び複素環基が挙げられる。
　前記縮合多環式炭化水素基としては、好ましくは環を形成する炭素数が１８個以下のも
の、例えば、ペンタニル基、インデニル基、ナフチル基、アズレニル基、ヘプタレニル基
、ビフェニレニル基、ａｓ－インダセニル基、ｓ－インダセニル基、フルオレニル基、ア
セナフチレニル基、プレイアデニル基、アセナフテニル基、フェナレニル基、フェナント
リル基、アントリル基、フルオランテニル基、アセフェナントリレニル基、アセアントリ
レニル基、トリフェニレル基、ピレニル基、クリセニル基、ナフタセニル基、等が挙げら
れる。
【００６９】
　前記非縮合環式炭化水素基としては、例えば、ベンゼン、ジフェニルエーテル、ポリエ
チレンジフェニルエーテル、ジフェニルチオエーテル、ジフェニルスルホン等の単環式炭
化水素化合物の１価基、あるいはビフェニル、ポリフェニル、ジフェニルアルカン、ジフ
ェニルアルケン、ジフェニルアルキン、トリフェニルメタン、ジスチリルベンゼン、１，
１－ジフェニルシクロアルカン、ポリフェニルアルカン、ポリフェニルアルケン等の非縮
合多環式炭化水素化合物の１価基、あるいは９，９－ジフェニルフルオレン等の環集合炭
化水素化合物の１価基が挙げられる。
【００７０】
　前記複素環基としては、例えば、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン
、オキサジアゾール、チアジアゾール等の１価基が挙げられる。
　また、前記Ａｒ３、Ａｒ４で表されるアリール基は、例えば、下記（１）～（８）に示
すような置換基を有してもよい。
（１）ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基等が挙げられる。
（２）アルキル基、好ましくは、Ｃ１～Ｃ１２とりわけＣ１～Ｃ８、更に好ましくはＣ１

～Ｃ４の直鎖又は分岐鎖のアルキル基であり、これらのアルキル基には更にフッ素原子、
水酸基、シアノ基、Ｃ１～Ｃ４のアルコキシ基、フェニル基又はハロゲン原子、Ｃ１～Ｃ

４のアルキル基もしくはＣ１～Ｃ４のアルコキシ基で置換されたフェニル基を有していて
もよい。具体的にはメチル基、エチル基、ｎ－ブチル基、ｉ－プロピル基、ｔ－ブチル基
、ｓ－ブチル基、ｎ－プロピル基、トリフルオロメチル基、２－ヒドロキエチル基、２－
エトキシエチル基、２－シアノエチル基、２－メトキシエチル基、ベンジル基、４－クロ
ロベンジル基、４－メチルベンジル基、４－フェニルベンジル基、等が挙げられる。
（３）アルコキシ基（－ＯＲ２）であり、Ｒ２は前記（２）で定義したアルキル基を表す
。具体的には、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、ｉ－プロポキシ基、ｔ－ブ
トキシ基、ｎ－ブトキシ基、ｓ－ブトキシ基、ｉ－ブトキシ基、２－ヒドロキシエトキシ
基、ベンジルオキシ基、トリフルオロメトキシ基、等が挙げられる。
（４）アリールオキシ基であり、アリール基としてはフェニル基、ナフチル基が挙げられ
る。これは、Ｃ１～Ｃ４のアルコキシ基、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基又はハロゲン原子を置
換基として含有してもよい。具体的には、フェノキシ基、１－ナフチルオキシ基、２－ナ
フチルオキシ基、４－メトキシフェノキシ基、４－メチルフェノキシ基、等が挙げられる
。
（５）アルキルメルカプト基又はアリールメルカプト基であり、具体的には、メチルチオ
基、エチルチオ基、フェニルチオ基、ｐ－メチルフェニルチオ基、等が挙げられる。
（６）下記構造式（６）で表される基が挙げられる。
【００７１】
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【化１６】

【００７２】
　前記構造式（６）中、Ｒ３及びＲ４は各々独立に水素原子、前記（２）で定義したアル
キル基、又はアリール基を表す。アリール基としては、例えばフェニル基、ビフェニル基
又はナフチル基が挙げられ、これらはＣ１～Ｃ４のアルコキシ基、Ｃ１～Ｃ４のアルキル
基又はハロゲン原子を置換基として含有してもよい。Ｒ３及びＲ４は共同で環を形成して
もよい。
　具体的には、アミノ基、ジエチルアミノ基、Ｎ－メチル－Ｎ－フェニルアミノ基、Ｎ，
Ｎ－ジフェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジ（トリール）アミノ基、ジベンジルアミノ基、ピペ
リジノ基、モルホリノ基、ピロリジノ基等が挙げられる。
（７）メチレンジオキシ基、又はメチレンジチオ基等のアルキレンジオキシ基又はアルキ
レンジチオ基等が挙げられる。
（８）置換又は無置換のスチリル基、置換又は無置換のβ－フェニルスチリル基、ジフェ
ニルアミノフェニル基、ジトリルアミノフェニル基等が挙げられる。
【００７３】
　前記Ａｒ１、Ａｒ２で表されるアリーレン基としては、前記Ａｒ３、Ａｒ４で表される
アリール基から誘導される２価基である。
【００７４】
　前記Ｘは単結合、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のシクロア
ルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄原子、ビニレ
ン基を表す。
　置換もしくは無置換のアルキレン基としては、Ｃ１～Ｃ１２、好ましくはＣ１～Ｃ８、
更に好ましくはＣ１～Ｃ４の直鎖又は分岐鎖のアルキレン基であり、これらのアルキレン
基には更にフッ素原子、水酸基、シアノ基、Ｃ１～Ｃ４のアルコキシ基、フェニル基又は
ハロゲン原子、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基もしくはＣ１～Ｃ４のアルコキシ基で置換された
フェニル基を有していてもよい。具体的にはメチレン基、エチレン基、ｎ－ブチレン基、
ｉ－プロピレン基、ｔ－ブチレン基、ｓ－ブチレン基、ｎ－プロピレン基、トリフルオロ
メチレン基、２－ヒドロキエチレン基、２－エトキシエチレン基、２－シアノエチレン基
、２－メトキシエチレン基、ベンジリデン基、フェニルエチレン基、４－クロロフェニル
エチレン基、４－メチルフェニルエチレン基、４－ビフェニルエチレン基等が挙げられる
。
　置換もしくは無置換のシクロアルキレン基としては、Ｃ５～Ｃ７の環状アルキレン基で
あり、これらの環状アルキレン基にはフッ素原子、水酸基、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基、Ｃ

１～Ｃ４のアルコキシ基を有していてもよい。具体的にはシクロヘキシリデン基、シクロ
へキシレン基、３，３－ジメチルシクロヘキシリデン基等が挙げられる。
　置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基としては、エチレンオキシ、プロピレンオ
キシ、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、テトラエチ
レングリコール、トリプロピレングリコールを表し、アルキレンエーテル基アルキレン基
はヒドロキシル基、メチル基、エチル基等の置換基を有してもよい。
　ビニレン基としては、下記構造式で表される基が好ましい。
【００７５】
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【化１７】

　ただし、前記構造式中、Ｒ５は、水素、アルキル基（前記（２）で定義されるアルキル
基と同じ）、アリール基（前記Ａｒ３、Ａｒ４で表されるアリール基と同じ）であり、ａ
は１又は２、ｂは１～３を表す。
　前記Ｚは、置換もしくは未置換のアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエー
テル２価基、アルキレンオキシカルボニル２価基を表す。
　置換もしくは未置換のアルキレン基としては、前記Ｘのアルキレン基と同様なものが挙
げられる。
　置換もしくは無置換のアルキレンエーテル２価基としては、前記Ｘのアルキレンエーテ
ル基の２価基が挙げられる。
　アルキレンオキシカルボニル２価基としては、カプロラクトン変性２価基が挙げられる
。
【００７６】
　また、前記１官能の電荷輸送構造を有するラジカル重合性化合物として更に好ましくは
、下記構造式（７）で表される化合物が挙げられる。
【００７７】
【化１８】

　ただし、前記構造式（７）中、ｏ、ｐ、ｑはそれぞれ０又は１の整数、Ｒａは水素原子
、メチル基を表し、Ｒｂ、Ｒｃは水素原子以外の置換基で炭素数１～６のアルキル基を表
し、複数の場合は異なってもよい。ｓ、ｔは０～３の整数を表す。Ｚａは単結合、メチレ
ン基、エチレン基、又は下記構造式で表される基を表す。
【００７８】

【化１９】

　ただし、前記構造式で表される化合物としては、Ｒｂ、Ｒｃの置換基として、特にメチ
ル基、エチル基である化合物が好ましい。
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　前記構造式（４）、（５）及び（７）、特に、前記構造式（７）で表される１官能性の
電荷輸送構造を有するラジカル重合性化合物は、炭素－炭素間の二重結合が両側に開放さ
れて重合するため、末端構造とはならず、連鎖重合体中に組み込まれ、３官能以上のラジ
カル重合性モノマーとの重合で架橋形成された重合体中では、高分子の主鎖中に存在し、
かつ主鎖－主鎖間の架橋鎖中に存在（この架橋鎖には１つの高分子と他の高分子間の分子
間架橋鎖と、１つの高分子内で折り畳まれた状態の主鎖のある部位と主鎖中でこれから離
れた位置に重合したモノマー由来の他の部位とが架橋される分子内架橋鎖とがある）する
が、主鎖中に存在する場合であってもまた架橋鎖中に存在する場合であっても、鎖部分か
ら懸下するトリアリールアミン構造は、窒素原子から放射状方向に配置する少なくとも３
つのアリール基を有し、バルキーであるが、鎖部分に直接結合しておらず鎖部分からカル
ボニル基等を介して懸下しているため立体的位置取りに融通性ある状態で固定されている
ので、これらトリアリールアミン構造は重合体中で相互に程よく隣接する空間配置が可能
であるため、分子内の構造的歪みが少なく、また、電子写真感光体の表面層とされた場合
に、電荷輸送経路の断絶を比較的免れた分子内構造を採りうるものと推測される。
【００８０】
　本発明の１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物の具体例を以下に示す
が、これらの構造の化合物に限定されるものではない。
【００８１】
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【００８３】
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【００８６】
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【化２５】

【００８７】
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(31) JP 4485419 B2 2010.6.23

10

20

30

【化２７】

【００８９】
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【００９０】



(33) JP 4485419 B2 2010.6.23

10

20

30

【化２９】

【００９１】
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【化３１】

【００９３】
　前記１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性モノマーは、架橋型電荷輸送層の
電荷輸送性能を付与するために重要である。前記１官能の電荷輸送性構造を有するラジカ
ル重合性モノマーの添加量は、前記架橋型電荷輸送層に対し２０～８０質量％が好ましく
、３０～７０質量％がより好ましい。前記添加量が２０質量％未満であると、架橋型電荷
輸送層の電荷輸送性能が充分に保てず、繰り返しの使用で感度低下、残留電位上昇などの
電気特性の劣化が現れることがあり、８０質量％を超えると、電荷輸送構造を有しない３
官能モノマーの含有量が低下し、架橋密度の低下を招き高い耐摩耗性が発揮されないこと
がある。なお、使用されるプロセスによって要求される電気特性や耐摩耗性が異なり、そ
れに伴い感光体の架橋型電荷輸送層の厚みも異なるため一概には言えないが、両特性のバ
ランスを考慮すると３０～７０質量％の範囲が最も好ましい。
【００９４】
　本発明の静電潜像担持体の表面層は、好ましくは前記構造式（ｉ）で表わされる電荷輸
送性構造を有しないラジカル重合性モノマーと電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル
重合性化合物を硬化させた架橋表面層であるが、この場合、表面層の塗工時の粘度調整、
架橋表面層の応力緩和、低表面自由エネルギー化や摩擦係数低減などの機能付与の目的で
１～４官能のラジカル重合性モノマー及びラジカル重合性オリゴマーを併用することがで
きる。この併用により、電荷輸送性構造を有しないラジカル重合性モノマー又は表面層用
塗工液の低粘度化により塗膜の平滑性が向上し、ひいては架橋表面層の平滑化、歪み低減
が図られる。これにより実使用上において、クリーニング性向上やクラック抑制に繋がる
。この理由により、３官能のラジカル重合性モノマーの併用が好ましい。
　これらのラジカル重合性モノマー、オリゴマーとしては、公知のものが利用でき、これ
らのラジカル重合性モノマー、オリゴマーの割合は、架橋表面層全量に対し１～８０質量
％が好ましく、５～６０質量％がより好ましく、１０～４０質量％が更に好ましい。また
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、これらのラジカル重合性モノマーの粘度としては１０００ｍＰａ・ｓ（２５℃）以下が
好ましく、８００ｍＰａ・ｓ（２５℃）以下がより好ましい。
【００９５】
　前記架橋型電荷輸送層は、少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル
重合性モノマーと１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性モノマーを硬化したも
のであるが、これ以外に塗工時の粘度調整、架橋型電荷輸送層の応力緩和、低表面エネル
ギー化や摩擦係数低減などの機能付与の目的で１官能及び２官能のラジカル重合性モノマ
ー及びラジカル重合性オリゴマーを併用することができる。これらのラジカル重合性モノ
マー、オリゴマーとしては、公知のものが利用できる。
【００９６】
　前記１官能のラジカルモノマーとしては、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、
２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、テトラヒド
ロフルフリルアクリレート、２－エチルヘキシルカルビトールアクリレート、３－メトキ
シブチルアクリレート、ベンジルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、イソアミ
ルアクリレート、イソブチルアクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレー
ト、フェノキシテトラエチレングリコールアクリレート、セチルアクリレート、イソステ
アリルアクリレート、ステアリルアクリレート、スチレンモノマー、などが挙げられる。
　前記２官能のラジカル重合性モノマーとしては、例えば、１，３－ブタンジオールジア
クリレート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジメタク
リレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタ
クリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレ
ート、ビスフェノールＡ－ＥＯ変性ジアクリレート、ビスフェノールＦ－ＥＯ変性ジアク
リレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、などが挙げられる。
　前記機能性モノマーとしては、例えば、オクタフルオロペンチルアクリレート、２－パ
ーフルオロオクチルエチルアクリレート、２－パーフルオロオクチルエチルメタクリレー
ト、２－パーフルオロイソノニルエチルアクリレートなどのフッ素原子を置換したもの、
特公平５－６０５０３号公報、特公平６－４５７７０号公報記載のシロキサン繰り返し単
位：２０～７０のアクリロイルポリジメチルシロキサンエチル、メタクリロイルポリジメ
チルシロキサンエチル、アクリロイルポリジメチルシロキサンプロピル、アクリロイルポ
リジメチルシロキサンブチル、ジアクリロイルポリジメチルシロキサンジエチルなどのポ
リシロキサン基を有するビニルモノマー、アクリレート及びメタクリレートが挙げられる
。
　前記ラジカル重合性オリゴマーとしては、例えば、エポキシアクリレート系オリゴマー
、ウレタンアクリレート系オリゴマー、ポリエステルアクリレート系オリゴマー、などが
挙げられる。
【００９７】
　前記１官能及び２官能のラジカル重合性モノマーやラジカル重合性オリゴマーの含有量
は、３官能以上のラジカル重合性モノマー１００質量部に対し５０質量部以下が好ましく
、３０質量部以下がより好ましい。
　前記含有量が５０質量部を超えると、架橋型電荷輸送層の三次元架橋密度が実質的に低
下し、耐摩耗性の低下を招くことがある。
【００９８】
　なお、前記架橋型電荷輸送層は少なくとも電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジ
カル重合性モノマーと１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を硬化した
ものであるが、必要に応じてこの硬化反応を効率よく進行させるため、架橋型電荷輸送層
塗布液中に重合開始剤を含有させてもよい。該重合開始剤としては、例えば、熱重合開始
剤、光重合開始剤、などが挙げられる。これらの重合開始剤は１種又は２種以上を混合し
て用いてもよい。
【００９９】
　前記熱重合開始剤としては、例えば、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジヒドロパ
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ーオキサイド、ジクミルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミル
パーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（パーオキシベンゾイル）ヘキシン－３
、ジ－ｔ－ブチルベルオキサイド、ｔ－ブチルヒドロベルオキサイド、クメンヒドロベル
オキサイド、ラウロイルパーオキサイド、２，２－ビス（４，４－ジ－ｔ－ブチルパーオ
キシシクロヘキシ）プロパン等の過酸化物系開始剤；アゾビスイソブチルニトリル、アゾ
ビスシクロヘキサンカルボニトリル、アゾビスイソ酪酸メチル、アゾビスイソブチルアミ
ジン塩酸塩、４，４’－アゾビス－４－シアノ吉草酸等のアゾ系開始剤、などが挙げられ
る。
【０１００】
　前記光重合開始剤としては、例えば、ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ
－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－
ケトン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）
ケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタノ
ン－１、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、２－メチル－
２－モルフォリノ（４－メチルチオフェニル）プロパン－１－オン、１－フェニル－１，
２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム等のアセトフェノン系又
はケタール系光重合開始剤；ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチル
エーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル等のベンゾ
インエーテル系光重合開始剤；ベンゾフェノン、４－ヒドロキシベンゾフェノン、ｏ－ベ
ンゾイル安息香酸メチル、２－ベンゾイルナフタレン、４－ベンゾイルビフェニル、４－
ベンゾイルフェニールエーテル、アクリル化ベンゾフェノン、１，４－ベンゾイルベンゼ
ン等のベンゾフェノン系光重合開始剤；２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチ
オキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２
，４－ジクロロチオキサントン等のチオキサントン系光重合開始剤；その他の光重合開始
剤としては、エチルアントラキノン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホス
フィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィンオキ
サイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド、ビ
ス（２，４－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキ
サイド、メチルフェニルグリオキシエステル、９，１０－フェナントレン、アクリジン系
化合物、トリアジン系化合物、イミダゾール系化合物、などが挙げられる。
　なお、光重合促進効果を有するものを単独又は上記光重合開始剤と併用して用いること
もできる。例えば、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミン、４－ジメチルア
ミノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸（２－ジメチル
アミノ）エチル、４，４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、などが挙げられる。
【０１０１】
　前記重合開始剤の含有量は、ラジカル重合性を有する総含有物１００質量部に対し、０
．５～４０質量部が好ましく、１～２０質量部がより好ましい。
【０１０２】
　前記架橋型電荷輸送層塗工液は、必要に応じて応力緩和や接着性向上の目的とした各種
可塑剤、レベリング剤、ラジカル反応性を有しない低分子電荷輸送物質などの添加剤が含
有できる。
　前記可塑剤としては、例えば、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレート等の一般の
樹脂に使用されているものが利用可能である。
　前記可塑剤の使用量は、前記架橋型電荷輸送層塗工液の総固形分に対し２０質量％以下
が好ましく、１０質量％以下がより好ましい。
　前記レベリング剤としては、例えば、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリ
コーンオイル等のシリコーンオイル類、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマー
あるいはオリゴマーが利用できる。
　前記レベリング剤の使用量は、前記架橋型電荷輸送層塗工液の総固形分に対し３質量％
以下が好ましい。
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【０１０３】
　本発明の架橋型電荷輸送層は、少なくとも上記の電荷輸送構造を有しない３官能以上の
ラジカル重合性モノマーと１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物を含有
する塗工液を後に記載の電荷輸送層上に塗布、硬化することにより形成される。かかる塗
工液はラジカル重合性モノマーが液体である場合、これに他の成分を溶解して塗布するこ
とも可能であるが、必要に応じて溶媒により希釈して塗布される。
　前記溶媒としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノールなど
のアルコール系溶媒；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロ
ヘキサノン等のケトン系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系溶媒；テトラヒド
ロフラン、ジオキサン、プロピルエーテル等のエーテル系溶媒；ジクロロメタン、ジクロ
ロエタン、トリクロロエタン、クロロベンゼン等のハロゲン系溶媒；ベンゼン、トルエン
、キシレン等の芳香族系溶媒；メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、セロソルブアセテ
ート等のセロソルブ系溶媒、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし
、２種以上を併用してもよい。
　前記溶媒による希釈率は組成物の溶解性、塗工法、目的とする厚みにより変わり、任意
である。塗布は、浸漬塗工法やスプレーコート、ビードコート、リングコート法などを用
いて行うことができる。
【０１０４】
　本発明においては、前記架橋型電荷輸送層塗工液を塗布後、外部からエネルギーを与え
硬化させ、架橋型電荷輸送層を形成するものであるが、このとき用いられる外部エネルギ
ーとしては熱、光、放射線がある。熱のエネルギーを加える方法としては、空気、窒素な
どの気体、蒸気、あるいは各種熱媒体、赤外線、電磁波を用い塗工表面側あるいは支持体
側から加熱することによって行われる。
　前記加熱温度は１００～１７０℃が好ましい。前記加熱温度が１００℃未満であると、
反応速度が遅く、完全に硬化反応が終了しないことがあり、１７０℃を超えると、高温に
なりすぎて硬化反応が不均一に進行し架橋型電荷輸送層中に大きな歪みや多数の未反応残
基、反応停止末端が発生することがある。硬化反応を均一に進めるために、１００℃未満
の比較的低温で加熱後、更に１００℃以上に加温し反応を完結させる方法も有効である。
　前記光のエネルギーとしては、主に紫外光に発光波長をもつ高圧水銀灯やメタルハライ
ドランプなどのＵＶ照射光源が利用できるが、ラジカル重合性含有物や光重合開始剤の吸
収波長に合わせ可視光光源の選択も可能である。前記照射光量は５０～１０００ｍＷ／ｃ
ｍ２が好ましい。前記照射光量が５０ｍＷ／ｃｍ２未満であると、硬化反応に時間を要す
ることがあり、１０００ｍＷ／ｃｍ２を超えると、反応の進行が不均一となり、架橋型電
荷輸送層表面に局部的な皺が発生したり、多数の未反応残基、反応停止末端が生ずること
がある。また、急激な架橋により内部応力が大きくなり、クラックや膜剥がれの原因とな
る。
　前記放射線のエネルギーとしては電子線を用いるものが挙げられる。
　これらのエネルギーの中で、反応速度制御の容易さ、装置の簡便さから熱及び光のエネ
ルギーを用いたものが有用である。
【０１０５】
　前記架橋型電荷輸送層の厚みは、１～１０μｍが好ましく、２～８μｍがより好ましい
。前記厚みが１０μｍを超えると、クラックや膜剥がれが発生しやすくなることがあり、
８μｍ以下ではその余裕度が更に向上するため架橋密度を高くすることが可能で、更に耐
摩耗性を高める材料選択や硬化条件の設定が可能となる。一方、ラジカル重合反応は酸素
阻害を受けやすく、即ち、大気に接した表面では酸素によるラジカルトラップの影響で架
橋が進まなかったり、不均一になりやすい。この影響が顕著に現れるのは表層１μｍ以下
であり、この厚み以下の架橋型電荷輸送層は耐摩耗性の低下や不均一な摩耗が起こりやす
い。また、架橋型電荷輸送層の塗工時において下層の電荷輸送層成分の混入が生ずる。架
橋型電荷輸送層の塗布厚みが薄いと層全体に混入物が拡がり、硬化反応の阻害や架橋密度
の低下をもたらす。
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　これらの理由から、本発明の架橋型電荷輸送層は１μｍ以上の厚みで良好な耐摩耗性、
耐傷性を有するが、繰り返しの使用において局部的に下層の電荷輸送層まで削れた部分で
きるとその部分の摩耗が増加し、帯電性や感度変動から中間調画像の濃度むらが発生しや
すい。従って、より長寿命、高画質化のためには架橋型電荷輸送層の厚みを２μｍ以上に
することが望ましい。
【０１０６】
　更に、予期せぬ効果として、厚み１～１０μｍの架橋型電荷輸送層を設けた場合、長期
の画像形成に関わる耐久性試験において、特に高温高湿時の耐久性試験において感光体表
面にピンホールが発生しにくいことが判明した。その理由、メカニズムについては未だ分
からないが、本発明の架橋型電荷輸送層が高い強度を有するとともに、適度な弾性を同時
に有し、かつ適切な厚みであることに関係するためと考えられる。従来の感光体で画像形
成時に発生するピンホールは、トナーに添加されるシリカ等の微粉末による感光体表面に
生じるミクロの傷と温度及び湿度が関係しているものと推察される。ただ硬いだけの表面
層は、削れない点で有利であるが却って傷が発生した場合、成長してしまうと考えられ、
長期耐久性試験においてピンホールができやすいものと考えられる。
【０１０７】
　前記架橋型電荷輸送層塗工液には、前記電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカ
ル重合性化合物及び１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物以外にも、そ
の他の成分としてラジカル重合性官能基を有しないバインダー樹脂、酸化防止剤、可塑剤
等の添加剤を含むことができる。
　これらの添加剤を多量に含有させると、架橋密度の低下、反応により生じた硬化物と上
記添加物との相分離が生じ、有機溶剤に対し可溶性となる。具体的には、塗工液の総固形
分に対し上記総含有量を２０質量％以下に抑えることが重要である。また、架橋密度を希
薄にさせないために、１官能又は２官能のラジカル重合性モノマー、反応性オリゴマー、
反応性ポリマーにおいても、総含有量を３官能ラジカル重合性モノマーに対し２０質量％
以下とすることが望ましい。更に、２官能以上の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性
化合物を多量に含有させると、嵩高い構造体が複数の結合により架橋構造中に固定される
ため歪みを生じやすく、微小な硬化物の集合体となりやすい。このことが原因で有機溶剤
に対し可溶性となることがある。化合物構造によって異なるが、２官能以上の電荷輸送性
構造を有するラジカル重合性化合物の含有量は１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル
重合性化合物に対し１０質量％以下にすることが好ましい。更に電荷発生層、電荷輸送層
、架橋型電荷輸送層を順次積層した構成において、最表面の架橋型電荷輸送層が有機溶剤
に対し不溶性であることが、耐摩耗性、耐傷性が達成させることに好ましい。
【０１０８】
　本発明において、架橋型電荷輸送層を有機溶剤に対し不溶性にするには、（ｉ）架橋型
電荷輸送層塗工液の組成、それらの含有割合の調整、（ｉｉ）架橋型電荷輸送層塗工液の
希釈溶媒、固形分濃度の調整、（ｉｉｉ）架橋型電荷輸送層の塗工方法の選択、（ｉｖ）
架橋型電荷輸送層の硬化条件の制御、及び（ｖ）下層の電荷輸送層の難溶解性化など、を
コントロールすることが重要であるが、必ずしも一つの因子で達成されるとはかぎらない
。
【０１０９】
　前記架橋型電荷輸送層塗工液の希釈溶媒としては、蒸発速度の遅い溶剤を用いた場合、
残留する溶媒が硬化の妨げとなったり、下層成分の混入量を増加させることがあり、不均
一硬化や硬化密度低下をもたらす。このため、有機溶剤に対し、可溶性となりやすい。具
体的には、テトラヒドロフラン、テトラヒドロフランとメタノール混合溶媒、酢酸エチル
、メチルエチルケトン、エチルセロソルブなどが有用であるが、塗工法と合わせて選択さ
れる。また、固形分濃度に関しては、同様な理由で低すぎる場合、有機溶剤に対し可溶性
となりやすい。逆に厚み、塗工液粘度の制限から上限濃度の制約をうける場合があり、具
体的には、１０～５０質量％の範囲で用いることが望ましい。
【０１１０】
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　前記架橋型電荷輸送層の塗工方法としては、塗工膜形成時の溶媒含有量、溶媒との接触
時間を少なくする方法が好ましく、具体的には、スプレーコート法、塗工液量を規制した
リングコート法が特に好ましい。また、下層成分の混入量を抑えるためには、電荷輸送層
として高分子電荷輸送物質を用いること、架橋型電荷輸送層の塗工溶媒に対し不溶性の中
間層を設けることも有効である。
【０１１１】
　前架橋型電荷輸送層の硬化条件としては、加熱又は光照射のエネルギーが低いと硬化が
完全に終了せず、有機溶剤に対し溶解性があがる。逆に非常に高いエネルギーにより硬化
させた場合、硬化反応が不均一となり未架橋部やラジカル停止部の増加や微小な硬化物の
集合体となりやすい。このため有機溶剤に対し溶解性となることがある。
　前記有機溶剤に対し不溶性化するには、熱硬化の条件としては１００～１７０℃、１０
分～３時間が好ましく、ＵＶ光照射による硬化条件としては５０～１０００ｍＷ／ｃｍ２

、５秒～５分であり、かつ温度上昇を５０℃以下に制御し、不均一な硬化反応を抑えるこ
とが望ましい。
【０１１２】
　前記架橋型電荷輸送層を有機溶剤に対し不溶性にする手法としては、例えば、塗工液と
して、３つのアクリロイルオキシ基を有するアクリレートモノマーと、一つのアクリロイ
ルオキシ基を有するトリアリールアミン化合物を使用する場合、これらの使用割合は７：
３～３：７が好ましい。また、前記重合開始剤をこれらアクリレート化合物全量に対し３
～２０質量％添加し、更に溶媒を加えて塗工液を調製することが好ましい。例えば、架橋
型電荷輸送層の下層となる電荷輸送層において、電荷輸送物質としてトリアリールアミン
系ドナー、及びバインダー樹脂として、ポリカーボネートを使用し、表面層をスプレー塗
工により形成する場合、上記塗工液の溶媒としては、テトラヒドロフラン、２－ブタノン
、酢酸エチル等が好ましい。その使用割合は、前記アクリレート化合物全量に対し３倍量
～１０倍量である。
　次いで、例えば、アルミシリンダー等の支持体上に、下引き層、電荷発生層、上記電荷
輸送層を順次積層した感光体上に、上記調製した塗工液をスプレー等により塗布する。そ
の後、自然乾燥又は比較的低温で短時間乾燥し（２５～８０℃、１～１０分間）、ＵＶ照
射あるいは加熱して硬化させる。
　ＵＶ照射の場合、メタルハライドランプ等を用いるが、照度は５０ｍＷ／ｃｍ２以上、
１０００ｍＷ／ｃｍ２以下が好ましく、例えば２００ｍＷ／ｃｍ２のＵＶ光を照射する場
合、例えば硬化に際し、複数のランプからドラム周方向を均一３０秒程度照射すればよい
。このときドラム温度は５０℃を超えないように制御する。
　熱硬化の場合、加熱温度は１００～１７０℃が好ましく、例えば、加熱手段として送風
型オーブンを用い、加熱温度を１５０℃に設定した場合、加熱時間は２０分～３時間であ
る。
　硬化終了後は、更に残留溶媒低減のため１００～１５０℃で１０分～３０分加熱して、
本発明の静電潜像担持体が得られる。
【０１１３】
＜中間層＞
　本発明の静電潜像担持体においては、電荷輸送層と架橋型電荷輸送層の間に、架橋型電
荷輸送層への電荷輸送層成分混入を抑える又は両層間の接着性を改善する目的で中間層を
設けることが可能である。このため、前記中間層としては、架橋型電荷輸送層塗工液に対
し不溶性又は難溶性であるものが適しており、一般にバインダー樹脂を主成分として用い
る。これら樹脂としては、ポリアミド、アルコール可溶性ナイロン、水溶性ポリビニルブ
チラール、ポリビニルブチラール、ポリビニルアルコールなどが挙げられる。中間層の形
成方法としては、前記塗工法が採用される。
　なお、前記中間層の厚さは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
０．０５～２μｍが好適である。
【０１１４】



(41) JP 4485419 B2 2010.6.23

10

20

30

40

50

＜下引き層＞
　本発明の静電潜像担持体においては、導電性支持体と感光層との間に下引き層を設ける
ことができる。該下引き層は一般には樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に感
光層を溶剤で塗布することを考えると、一般の有機溶剤に対して耐溶剤性の高い樹脂であ
ることが望ましい。該樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリア
クリル酸ナトリウム等の水溶性樹脂、共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロン等のア
ルコール可溶性樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド－メラ
ミン樹脂、エポキシ樹脂等、三次元網目構造を形成する硬化型樹脂等が挙げられる。また
、前記下引き層には、モアレ防止、残留電位の低減等を図るため、例えば、酸化チタン、
シリカ、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、酸化インジウム等の金属酸化物の微粉
末顔料を添加することができる。
　前記下引き層には、Ａｌ２Ｏ３を陽極酸化にて設けたものや、ポリパラキシリレン（パ
リレン）等の有機物やＳｉＯ２、ＳｎＯ２、ＴｉＯ２、ＩＴＯ、ＣｅＯ２等の無機物を真
空薄膜作成法にて設けたものも良好に使用できる。このほかにも公知のものを用いること
ができる。
　前記下引き層は、前述の感光層の如く適当な溶媒及び塗工法を用いて形成することがで
きる。更に本発明の下引き層として、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、ク
ロムカップリング剤等を使用することもできる。
　前記下引き層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、０～
５μｍが好ましい。
【０１１５】
　本発明においては、耐環境性の改善のため、とりわけ、感度低下、残留電位の上昇を防
止する目的で、前記架橋型電荷輸送層、前記電荷輸送層、前記電荷発生層、前記下引き層
、前記中間層等の各層に酸化防止剤を添加することができる。
【０１１６】
　前記酸化防止剤としては、例えば、フェノール系化合物、パラフェニレンジアミン類、
ハイドロキノン類、有機硫黄化合物類、有機燐化合物類、などが挙げられる。これらは、
１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１１７】
　前記フェノール系化合物としては、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ス
テアリル－β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、
２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メ
チレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス－（３
－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－６
－ｔ－ブチルフェノール）、１，１，３－トリス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－
ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（
３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ビ
ス［３，３’－ビス（４’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシ
ド］クリコ－ルエステル、トコフェロール類、などが挙げられる。
【０１１８】
　前記パラフェニレンジアミン類としては、例えば、Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル
－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、
Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロ
ピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－
フェニレンジアミン、などが挙げられる。
【０１１９】
　前記ハイドロキノン類としては、例えば、２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、
２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－
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クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オク
タデセニル）－５－メチルハイドロキノン、などが挙げられる。
　前記有機硫黄化合物類としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネー
ト、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジテトラデシル－３，３’－チオ
ジプロピオネート、などが挙げられる。
　前記有機燐化合物類としては、例えば、トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ
（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフィン、などが挙げられる。
【０１２０】
　なお、これら化合物は、ゴム、プラスチック、油脂類などの酸化防止剤として知られて
おり、市販品を容易に入手できる。
　前記酸化防止剤の添加量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
添加する層の総質量に対し０．０１～１０質量％が好ましい。
【０１２１】
－１官能の電荷輸送性構造を有する化合物の合成－
　本発明における１官能の電荷輸送性構造を有する化合物は、例えば、特許第３１６４４
２６号公報に記載の方法にて合成できる。以下に、この一例を示す。
（１）ヒドロキシ基置換トリアリールアミン化合物（下記構造式（９））の合成
　メトキシ基置換トリアリールアミン化合物（下記構造式（８））１１３．８５ｇ（０．
３ｍｏｌ）と、ヨウ化ナトリウム１３８ｇ（０．９２ｍｏｌ）にスルホラン２４０ｍｌを
加え、窒素気流中で６０℃に加温した。この液中にトリメチルクロロシラン９９ｇ（０．
９１ｍｏｌ）を１時間かけて滴下し、約６０℃の温度で４時間半撹拌し反応を終了させた
。この反応液にトルエン約１．５Ｌを加えて室温まで冷却し、水と炭酸ナトリウム水溶液
で繰り返し洗浄した。その後、このトルエン溶液から溶媒を除去し、カラムクロマトグラ
フィー処理（吸着媒体：シリカゲル、展開溶媒：トルエン：酢酸エチル＝２０：１）にて
精製した。得られた淡黄色オイルにシクロヘキサンを加え、結晶を析出させた。このよう
にして下記構造式（９）の白色結晶８８．１ｇ（収率＝８０．４％）を得た。融点は６４
．０～６６．０℃である。
【０１２２】
【表１】

【０１２３】

【化３２】
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【０１２４】
【化３３】

【０１２５】
（２）トリアリールアミノ基置換アクリレート化合物（例示化合物Ｎｏ．５４）
　上記（１）で得られたヒドロキシ基置換トリアリールアミン化合物（構造式（９））８
２．９ｇ（０．２２７ｍｏｌ）をテトラヒドロフラン４００ｍｌに溶解し、窒素気流中で
水酸化ナトリウム水溶液（ＮａＯＨ：１２．４ｇ，水：１００ｍｌ）を滴下した。この溶
液を５℃に冷却し、アクリル酸クロライド２５．２ｇ（０．２７２ｍｏｌ）を４０分かけ
て滴下した。その後、５℃にて３時間撹拌し反応を終了させた。この反応液を水に注ぎ、
トルエンにて抽出した。この抽出液を炭酸水素ナトリウム水溶液と水で繰り返し洗浄した
。その後、このトルエン溶液から溶媒を除去し、カラムクロマトグラフィー処理（吸着媒
体：シリカゲル、展開溶媒：トルエン）にて精製した。得られた無色のオイルにｎ－ヘキ
サンを加え、結晶を析出させた。このようにして例示化合物Ｎｏ．５４の白色結晶８０．
７３ｇ（収率＝８４．８％）を得た。融点は１１７．５～１１９．０℃である。
【０１２６】

【表２】

【０１２７】
－２官能の電荷輸送性構造を有する化合物の合成－
　本発明における２官能の電荷輸送性構造を有する化合物ジヒドロキメチルトリフェニル
アミンは、下記の方法にて製造できる。
　まず、温度計、冷却管、攪拌装置、及び滴下ロートの付いたフラスコに、下記反応式で
表される化合物（１）４９ｇ、及びオキシ塩化リン１８４ｇを入れ、加熱溶解した。滴下
ロートよりジメチルホルムアミド１１７ｇを徐々に滴下し、その後反応液温を８５～９５
℃に保ち、約１５時間攪拌を行った。次に反応液を大過剰の温水に徐々に注いだ後、攪拌
しながらゆっくり冷却した。次いで、析出した結晶を濾過及び乾燥した後、シリカゲル等
により不純物吸着及びアセトニトリルでの再結晶により精製を行って化合物（２）を得た
。収量は３０ｇであった。
　得られた化合物（２）３０ｇとエタノール１００ｍｌをフラスコに投入し攪拌した。水
素化ホウ素ナトリウム１．９ｇを徐々に添加した後、液温を４０～６０℃に保ち、約２時
間攪拌を行った。次に、反応液を約３００ｍｌの水に徐々にあけ、攪拌して結晶を析出さ
せた。濾過後、充分に水洗して、乾燥し化合物（３）を得た。収量は３０ｇであった。
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【０１２８】
【化３４】

【０１２９】
（画像形成方法及び画像形成装置）
　本発明の画像形成装置は、静電潜像担持体と、静電潜像形成手段と、現像手段と、転写
手段と、定着手段と、クリーニング手段とを少なくとも有してなり、更に必要に応じて適
宜選択したその他の手段、例えば、除電手段、リサイクル手段、制御手段等を有してなる
。
　本発明の画像形成方法は、静電潜像形成工程と、現像工程と、転写工程と、定着工程と
、クリーニング工程とを少なくとも含み、更に必要に応じて適宜選択したその他の工程、
例えば除電工程、リサイクル工程、制御工程等を含む。
【０１３０】
　前記画像形成装置は、プロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃ以上が好ましく、２４０
～６００ｍｍ／ｓｅｃがより好ましい。前記プロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃ未満
であると、温度による本発明の効果がより顕著なものとならない。
【０１３１】
　本発明の画像形成方法は、本発明の画像形成装置により好適に実施することができ、前
記静電潜像形成工程は前記静電潜像形成手段により行うことができ、前記現像工程は前記
現像手段により行うことができ、前記転写工程は前記転写手段により行うことができ、前
記定着工程は前記定着手段により行うことができ、前記その他の工程は前記その他の手段
により行うことができる。
【０１３２】
－静電潜像形成工程及び静電潜像形成手段－
　前記静電潜像形成工程は、静電潜像担持体上に静電潜像を形成する工程である。
　前記静電潜像担持体としては、その材質、形状、構造、大きさ、等について特に制限は
なく、公知のものの中から適宜選択することができるが、その形状としてはドラム状が好
適に挙げられる。
　前記静電潜像担持体としては、前記本発明の静電潜像担持体を用いることができる。こ
こで、前記静電潜像担持体は、雰囲気温度が４０℃以下であり、好ましくは１５～３５℃
であって、稼動時における静電潜像担持体の周囲の雰囲気温度が４０℃を超え、好ましく
は４３～６５℃である画像形成装置に搭載されて用いられる。
　また、前記画像形成装置は、静電潜像担持体表面に接触乃至は非接触状態で配置された
帯電器により交流を重畳した直流電圧を印加して該静電潜像担持体表面を帯電する画像形
成に用いられる。
【０１３３】
　本発明の静電潜像担持体（電子写真感光体）は、複写機、レーザープリンター、ＬＥＤ
プリンター、液晶シャッター式プリンター等の電子写真装置一般に適用し得るものである
が、更には電子写真技術を応用したディスプレイ、記録、軽印刷、製版、ファクシミリ等
の装置にも広く適用し得るものである。
【０１３４】
　前記静電潜像の形成は、例えば、前記静電潜像担持体の表面を一様に帯電させた後、像



(45) JP 4485419 B2 2010.6.23

10

20

30

40

50

様に露光することにより行うことができ、前記静電潜像形成手段により行うことができる
。
　前記静電潜像形成手段は、例えば、前記静電潜像担持体の表面を一様に帯電させる帯電
器と、前記静電潜像担持体の表面を像様に露光する露光器とを少なくとも備える。
【０１３５】
　前記帯電は、例えば、前記帯電器を用いて前記静電潜像担持体の表面に電圧を印加する
ことにより行うことができる。
　前記帯電器としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、導電性又は半導電性のロール、ブラシ、フィルム、ゴムブレード等を備えたそれ自
体公知の接触帯電器、コロトロン、スコロトロン等のコロナ放電を利用した非接触帯電器
、などが挙げられる。
【０１３６】
　前記露光は、例えば、前記露光器を用いて前記静電潜像担持体の表面を像様に露光する
ことにより行うことができる。
　前記露光器としては、前記帯電器により帯電された前記静電潜像担持体の表面に、形成
すべき像様に露光を行うことができる限り特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、例えば、複写光学系、ロッドレンズアレイ系、レーザー光学系、液晶シャ
ッタ光学系、などの各種露光器が挙げられる。
　なお、本発明においては、前記静電潜像担持体の裏面側から像様に露光を行う光背面方
式を採用してもよい。
　また、像露光は、画像形成装置を複写機やプリンターとして使用する場合には、原稿か
らの反射光や透過光を感光体に照射すること、或いはセンサーで原稿を読み取り信号化し
、この信号に従ってレーザービームの走査、ＬＥＤアレイの駆動、又は液晶シャッターア
レイの駆動を行い感光体に光を照射することなどにより行われる。
【０１３７】
－現像工程及び現像手段－
　前記現像工程は、前記静電潜像を、トナー乃至現像剤を用いて現像して可視像を形成す
る工程である。
　前記可視像の形成は、例えば、前記静電潜像をトナー乃至現像剤を用いて現像すること
により行うことができ、前記現像手段により行うことができる。
　前記現像手段は、例えば、トナー乃至現像剤を用いて現像することができる限り、特に
制限はなく、公知のものの中から適宜選択することができ、例えば、トナー乃至現像剤を
収容し、前記静電潜像にトナー乃至現像剤を接触又は非接触的に付与可能な現像器を少な
くとも有するものが好適に挙げられる。
【０１３８】
　前記現像器は、通常乾式現像方式が用いられる。また、単色用現像器であってもよいし
、多色用現像器であってもよく、例えば、トナー乃至現像剤を摩擦攪拌させて帯電させる
攪拌器と、回転可能なマグネットローラとを有してなるもの、などが好適に挙げられる。
【０１３９】
　前記現像器内では、例えば、トナーとキャリアとが混合攪拌され、その際の摩擦により
該トナーが帯電し、回転するマグネットローラの表面に穂立ち状態で保持され、磁気ブラ
シが形成される。該マグネットローラは、前記静電潜像担持体近傍に配置されているため
、該マグネットローラの表面に形成された前記磁気ブラシを構成するトナーの一部は、電
気的な吸引力によって該静電潜像担持体の表面に移動する。その結果、前記静電潜像がト
ナーにより現像されて該静電潜像担持体の表面にトナーによる可視像が形成される。
【０１４０】
　前記現像器に収容させる現像剤は、トナーを含む現像剤であるが、該現像剤としては一
成分現像剤であってもよいし、二成分現像剤であってもよい。該トナーとしては、普通に
用いられるものを使用することができる。
【０１４１】
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－転写工程及び転写手段－
　前記転写工程は、前記可視像を記録媒体に転写する工程であるが、中間転写体を用い、
該中間転写体上に可視像を一次転写した後、該可視像を前記記録媒体上に二次転写する態
様が好ましく、前記トナーとして二色以上、好ましくはフルカラートナーを用い、可視像
を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写工程と、該複合転写像を記録
媒体上に転写する第二次転写工程とを含む態様がより好ましい。
　前記転写は、例えば、前記可視像を転写帯電器を用いて前記静電潜像担持体を帯電する
ことにより行うことができ、前記転写手段により行うことができる。前記転写手段として
は、可視像を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写手段と、該複合転
写像を記録媒体上に転写する第二次転写手段とを有する態様が好ましい。
　なお、前記中間転写体としては、特に制限はなく、目的に応じて公知の転写体の中から
適宜選択することができ、例えば、転写ベルト等が好適に挙げられる。
【０１４２】
　前記転写手段（前記第一次転写手段、前記第二次転写手段）は、前記静電潜像担持体上
に形成された前記可視像を前記記録媒体側へ剥離帯電させる転写器を少なくとも有するの
が好ましい。前記転写手段は、１つであってもよいし、２以上であってもよい。
　前記転写器としては、コロナ放電によるコロナ転写器、転写ベルト、転写ローラ、圧力
転写ローラ、粘着転写器、などが挙げられる。
　なお、記録媒体としては、代表的には普通紙であるが、現像後の未定着像を転写可能な
ものなら、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、ＯＨＰ用のＰＥＴベ
ース等も用いることができる。
【０１４３】
－定着工程及び定着手段－
　前記定着工程は、記録媒体に転写された可視像を定着装置を用いて定着させる工程であ
り、各色のトナーに対し前記記録媒体に転写する毎に行ってもよいし、各色のトナーに対
しこれを積層した状態で一度に同時に行ってもよい。
　前記定着装置としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
公知の加熱加圧手段が好適である。前記加熱加圧手段としては、加熱ローラと加圧ローラ
との組合せ、加熱ローラと加圧ローラと無端ベルトとの組合せ、などが挙げられる。
　前記加熱加圧手段における加熱は、通常、８０～２００℃が好ましい。
　なお、本発明においては、目的に応じて、前記定着工程及び定着手段と共にあるいはこ
れらに代えて、例えば、公知の光定着器を用いてもよい。
【０１４４】
－クリーニング工程及びクリーニング手段－
　前記クリーニング工程は、前記静電潜像担持体上をクリーニング手段を用いてクリーニ
ングするクリーニング工程である。
　前記クリーニング手段としては、例えば、クリーニングブレード、磁気ブラシクリーナ
、静電ブラシクリーナ、磁気ローラクリーナ、ブレードクリーナ、ブラシクリーナ、ウエ
ブクリーナ、等が挙げられる。
【０１４５】
　ここで、前記クリーニング手段について説明する。図３は、本発明に用いられるクリー
ニング機構について概略断面図である。なお、本発明においては、公知のクリーニング条
件、ブレード材料を使用できる。その際、感光体回転方向に対してカウンターに当接して
使用することが好ましい。
【０１４６】
　図３において、当接荷重Ｐはクリーニングブレード７１を感光体１０に当接させたとき
の圧接力法線方向ベクトル値である。また、当接角θは感光体１０の当接点における接線
と変形前のブレードとのなす角を表す。また、前記クリーニングブレード自由長Ｌは支持
部材７２の端部から変形前のブレード先端点の長さを表す。
　前記クリーニングブレード７１の感光体１０への当接荷重Ｐ、当接角θの好ましい値と
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しては、Ｐは５～５０ｇｆ／ｃｍが好ましい。θは５～３５°が好ましい。また、クリー
ニングブレード自由長Ｌは３～１５ｍｍが好ましい。クリーニングブレードの厚さ０．５
～１０ｍｍが好ましい。
【０１４７】
　前記ブレードクリーニング方式に用いられるゴムブレードの材質としては、例えば、ウ
レタンゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、クロロプレインゴム、ブタジエンゴム、等が
挙げられ、これらの中でも、ウレタンゴムが特に好ましい。
【０１４８】
　前記ゴムブレードの硬度と反発弾性率を同時にコントロールすることにより有効にブレ
ードの反転を抑制できる。ゴムブレードの２５±５℃におけるＪＩＳＡ硬度は６５～８０
が好ましい。前記ＪＩＳＡ硬度が６５未満であると、ブレードの反転が起こり易くなるこ
とがあり、８０を超えるとクリーニング性能が低下することがある。ゴムブレードの反発
弾性率は２０～７５％が好ましい。前記反発弾性率が７５％を超えるとブレードの反転が
おこり易くなることがあり、２０％未満であるとクリーニング性能が低下することがある
。
　ここで、前記ＪＩＳＡ硬度及び反発弾性率ともＪＩＳ　Ｋ６３０１の加硫ゴム物理試験
方法に基づき測定することができる。
【０１４９】
　前記除電工程は、前記静電潜像担持体に対し除電バイアスを印加して除電を行う工程で
あり、除電手段により好適に行うことができる。
　前記除電手段としては、特に制限はなく、前記静電潜像担持体に対し除電バイアスを印
加することができればよく、公知の除電器の中から適宜選択することができ、例えば、除
電ランプ等が好適に挙げられる。
【０１５０】
　前記リサイクル工程は、前記クリーニング工程により除去した前記電子写真用カラート
ナーを前記現像手段にリサイクルさせる工程であり、リサイクル手段により好適に行うこ
とができる。
　前記リサイクル手段としては、特に制限はなく、公知の搬送手段等が挙げられる。
【０１５１】
　前記制御手段は、前記各工程を制御する工程であり、制御手段により好適に行うことが
できる。
　前記制御手段としては、前記各手段の動きを制御することができる限り特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機
器が挙げられる。
【０１５２】
　ここで、本発明の画像形成装置の一の態様について、図２を参照しながら説明する。
　図２は、本発明の画像形成装置を説明するための概略図であり、後に表すような変形例
も本発明の範疇に属するものである。
　静電潜像担持体としての感光体２０１は、支持体上に、電荷発生層、電荷輸送層、及び
架橋型電荷輸送層をこの順に含む感光層を有してなる。なお、感光体２０１はドラム状の
形状を示しているが、シート状、エンドレスベルト状のものであってもよい。
　帯電器２０３には、ワイヤー方式の帯電器やローラ形状の帯電器が用いられる。高速帯
電にはスコロトロン方式の帯電器が良好に使用される。この帯電器により、感光体には帯
電が施されるが、感光体に印加される電界強度は高いほどドット再現性が良好になる。
　画像露光部２０５には、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザー（ＬＤ）、エレク
トロルミネッセンス（ＥＬ）などの高輝度が確保でき、高解像度（６００ｄｐｉ以上の解
像度）で書き込むことのできる光源が使用される。
【０１５３】
　また、転写手段には、公知の転写器が使用できるが、図２に表すように転写チャージャ
ー２１０と分離チャージャー２１１を併用したものが効果的である。また、転写ベルト、
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転写ローラを用いることも可能であり、オゾン発生量の少ない転写ベルトや転写ローラ等
の接触型を用いることが望ましい。なお、転写時の電圧／電流印加方式としては、定電圧
方式、定電流方式のいずれの方式も用いることが可能であるが、転写電荷量を一定に保つ
ことができ、安定性に優れた定電流方式がより望ましい。
【０１５４】
　現像部材２０６は、１つの現像スリーブを有し、感光体２０１上に現像されたトナーは
転写紙２０９に転写される。
　また、感光体上の形成されたトナー像は、転写紙に転写されることで転写紙上の画像と
なるものであるが、この際、２つの方法がある。１つは図２に表すような感光体表面に現
像されたトナー像を転写紙に直接転写する方法と、もう１つはいったん感光体から中間転
写体にトナー像が転写され、これを転写紙に転写する方法である。いずれの場合にも本発
明において用いることができる。
　このような転写部材は、構成上、本発明の構成を満足できるものであれば、公知のもの
を使用することができる。
　なお、感光体に正（負）帯電を施し、画像露光を行うと、感光体表面上には正（負）の
静電潜像が形成される。これを負（正）極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、ポジ
画像が得られるし、また正（負）極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。
【０１５５】
　除電ランプ２等の光源には、蛍光灯、タングステンランプ、ハロゲンランプ、水銀灯、
ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザー（ＬＤ）、エレクトロルミネ
ッセンス（ＥＬ）などの発光物全般を用いることができる。そして、所望の波長域の光の
みを照射するために、シャープカットフィルター、バンドパスフィルター、近赤外カット
フィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター、色温度変換フィルターなどの
各種フィルターを用いることもできる。
【０１５６】
　かかる光源等は、図２に示される工程の他に光照射を併用した転写工程、除電工程、ク
リーニング工程、或いは前露光などの工程を設けることにより、感光体に光が照射される
。
　先の帯電方式においてＡＣ成分を重畳して使用する場合や、感光体の残留電位が小さい
場合等は、この除電機構を省略することもできる。また、光学的な除電ではなく静電的な
除電機構（例えば、逆バイアスを印加した或いはアース接地した除電ブラシなど）を用い
ることもできる。図２中、２０８はレジストローラ、２１２は分離爪である。
【０１５７】
　また、現像ユニット２０６により感光体２０１上に現像されたトナーは、転写紙２０９
に転写されるが、感光体２０１上に残存するトナーが生じた場合、ファーブラシ２１４及
びブレード２１５により、感光体より除去される。クリーニングは、クリーニングブラシ
だけで行われることもあり、クリーニングブラシにはファーブラシ、マグファーブラシを
始めとする公知のものが用いられる。
【０１５８】
　本発明の画像形成装置により本発明の画像形成方法を実施する一の態様について、図４
を参照しながら説明する。図４に示す画像形成装置１００は、前記静電潜像担持体として
の感光体ドラム１０（以下、「感光体１０」と称することがある）と、前記帯電手段とし
ての帯電ローラ２０と、前記露光手段としての露光装置３０と、前記現像手段としての現
像装置４０と、中間転写体５０と、クリーニングブレードを有する前記クリーニング手段
としてのクリーニング装置６０と、前記除電手段としての除電ランプ７０とを備える。
【０１５９】
　中間転写体５０は、無端ベルトであり、その内側に配置されこれを張架する３個のロー
ラ５１によって、矢印方向に移動可能に設計されている。３個のローラ５１の一部は、中
間転写体５０へ所定の転写バイアス（一次転写バイアス）を印加可能な転写バイアスロー
ラとしても機能する。中間転写体５０には、その近傍にクリーニングブレードを有するク
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リーニング装置９０が配置されており、また、最終転写材としての転写紙９５に現像像（
トナー像）を転写（二次転写）するための転写バイアスを印加可能な前記転写手段として
の転写ローラ８０が対向して配置されている。中間転写体５０の周囲には、中間転写体５
０上のトナー像に電荷を付与するためのコロナ帯電器５８が、該中間転写体５０の回転方
向において、感光体１０と中間転写体５０との接触部と、中間転写体５０と転写紙９５と
の接触部との間に配置されている。
【０１６０】
　現像装置４０は、前記現像剤担持体としての現像ベルト４１と、現像ベルト４１の周囲
に併設したブラック現像ユニット４５Ｋ、イエロー現像ユニット４５Ｙ、マゼンタ現像ユ
ニット４５Ｍ及びシアン現像ユニット４５Ｃとから構成されている。なお、ブラック現像
ユニット４５Ｋは、現像剤収容部４２Ｋと現像剤供給ローラ４３Ｋと現像ローラ４４Ｋと
を備えており、イエロー現像ユニット４５Ｙは、現像剤収容部４２Ｙと現像剤供給ローラ
４３Ｙと現像ローラ４４Ｙとを備えており、マゼンタ現像ユニット４５Ｍは、現像剤収容
部４２Ｍと現像剤供給ローラ４３Ｍと現像ローラ４４Ｍとを備えており、シアン現像ユニ
ット４５Ｃは、現像剤収容部４２Ｃと現像剤供給ローラ４３Ｃと現像ローラ４４Ｃとを備
えている。また、現像ベルト４１は、無端ベルトであり、複数のベルトローラに回転可能
に張架され、一部が感光体１０と接触している。
【０１６１】
　図４に示す画像形成装置１００において、例えば、帯電ローラ２０が感光体ドラム１０
を一様に帯電させる。露光装置３０が感光ドラム１０上に像様に露光を行い、静電潜像を
形成する。感光ドラム１０上に形成された静電潜像を、現像装置４０からトナーを供給し
て現像して可視像（トナー像）を形成する。該可視像（トナー像）が、ローラ５１から印
加された電圧により中間転写体５０上に転写（一次転写）され、更に転写紙９５上に転写
（二次転写）される。その結果、転写紙９５上には転写像が形成される。なお、感光体１
０上の残存トナーは、クリーニング装置６０により除去され、感光体１０における帯電は
除電ランプ７０により一旦、除去される。
【０１６２】
　本発明の画像形成装置により本発明の画像形成方法を実施する他の態様について、図５
を参照しながら説明する。図５に示す画像形成装置１００は、図４に示す画像形成装置１
００において、現像ベルト４１を備えてなく、感光体１０の周囲に、ブラック現像ユニッ
ト４５Ｋ、イエロー現像ユニット４５Ｙ、マゼンタ現像ユニット４５Ｍ及びシアン現像ユ
ニット４５Ｃが直接対向して配置されていること以外は、図４に示す画像形成装置１００
と同様の構成を有し、同様の作用効果を示す。なお、図５においては、図４におけるもの
と同じものは同符号で示した。
【０１６３】
　本発明の画像形成装置により本発明の画像形成方法を実施する他の態様について、図６
を参照しながら説明する。図６に示すタンデム画像形成装置は、タンデム型カラー画像形
成装置である。前記タンデム画像形成装置は、複写装置本体１５０と、給紙テーブル２０
０と、スキャナ３００と、原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）４００とを備えている。
　複写装置本体１５０には、無端ベルト状の中間転写体５０が中央部に設けられている。
そして、中間転写体５０は、支持ローラ１４、１５及び１６に張架され、図６中、時計回
りに回転可能とされている。支持ローラ１５の近傍には、中間転写体５０上の残留トナー
を除去するための中間転写体クリーニング装置１７が配置されている。支持ローラ１４と
支持ローラ１５とにより張架された中間転写体５０には、その搬送方向に沿って、イエロ
ー、シアン、マゼンタ、ブラックの４つの画像形成手段１８が対向して並置されたタンデ
ム型現像器１２０が配置されている。タンデム型現像器１２０の近傍には、露光装置２１
が配置されている。中間転写体５０における、タンデム型現像器１２０が配置された側と
は反対側には、二次転写装置２２が配置されている。二次転写装置２２においては、無端
ベルトである二次転写ベルト２４が一対のローラ２３に張架されており、二次転写ベルト
２４上を搬送される転写紙と中間転写体５０とは互いに接触可能である。二次転写装置２
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２の近傍には定着装置２５が配置されている。定着装置２５は、無端ベルトである定着ベ
ルト２６と、これに押圧されて配置された加圧ローラ２７とを備えている。
　なお、前記タンデム画像形成装置においては、二次転写装置２２及び定着装置２５の近
傍に、転写紙の両面に画像形成を行うために該転写紙を反転させるためのシート反転装置
２８が配置されている。
【０１６４】
　次に、前記タンデム画像形成装置を用いたフルカラー画像の形成（カラーコピー）につ
いて説明する。即ち、先ず、原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）４００の原稿台１３０上に原稿
をセットするか、あるいは原稿自動搬送装置４００を開いてスキャナ３００のコンタクト
ガラス３２上に原稿をセットし、原稿自動搬送装置４００を閉じる。
【０１６５】
　スタートスイッチ（不図示）を押すと、原稿自動搬送装置４００に原稿をセットした時
は、原稿が搬送されてコンタクトガラス３２上へと移動された後で、一方、コンタクトガ
ラス３２上に原稿をセットした時は直ちに、スキャナ３００が駆動し、第１走行体３３及
び第２走行体３４が走行する。このとき、第１走行体３３により、光源からの光が照射さ
れると共に原稿面からの反射光を第２走行体３４におけるミラーで反射し、結像レンズ３
５を通して読取りセンサ３６で受光されてカラー原稿（カラー画像）が読み取られ、ブラ
ック、イエロー、マゼンタ及びシアンの画像情報とされる。
【０１６６】
　そして、ブラック、イエロー、マゼンタ及びシアンの各画像情報は、前記タンデム画像
形成装置における各画像形成手段１８（ブラック用画像形成手段、イエロー用画像形成手
段、マゼンタ用画像形成手段及びシアン用画像形成手段）にそれぞれ伝達され、各画像形
成手段において、ブラック、イエロー、マゼンタ及びシアンの各トナー画像が形成される
。即ち、前記タンデム画像形成装置における各画像形成手段１８（ブラック用画像形成手
段、イエロー用画像形成手段、マゼンタ用画像形成手段及びシアン用画像形成手段）は、
図７に示すように、それぞれ、感光体１０（ブラック用感光体１０Ｋ、イエロー用感光体
１０Ｙ、マゼンタ用感光体１０Ｍ及びシアン用感光体１０Ｃ）と、該感光体を一様に帯電
させる帯電器６０と、各カラー画像情報に基づいて各カラー画像対応画像様に前記感光体
を露光（図７中、Ｌ）し、該感光体上に各カラー画像に対応する静電潜像を形成する露光
器と、該静電潜像を各カラートナー（ブラックトナー、イエロートナー、マゼンタトナー
及びシアントナー）を用いて現像して各カラートナーによるトナー像を形成する現像器６
１と、該トナー像を中間転写体５０上に転写させるための転写帯電器６２と、感光体クリ
ーニング装置６３と、除電器６４とを備えており、それぞれのカラーの画像情報に基づい
て各単色の画像（ブラック画像、イエロー画像、マゼンタ画像及びシアン画像）を形成可
能である。こうして形成された該ブラック画像、該イエロー画像、該マゼンタ画像及び該
シアン画像は、支持ローラ１４、１５及び１６により回転移動される中間転写体５０上に
それぞれ、ブラック用感光体１０Ｋ上に形成されたブラック画像、イエロー用感光体１０
Ｙ上に形成されたイエロー画像、マゼンタ用感光体１０Ｍ上に形成されたマゼンタ画像及
びシアン用感光体１０Ｃ上に形成されたシアン画像が、順次転写（一次転写）される。そ
して、中間転写体５０上に前記ブラック画像、前記イエロー画像、マゼンタ画像及びシア
ン画像が重ね合わされて合成カラー画像（カラー転写像）が形成される。
【０１６７】
　一方、給紙テーブル２００においては、給紙ローラ１４２の１つを選択的に回転させ、
ペーパーバンク１４３に多段に備える給紙カセット１４４の１つからシート（記録紙）を
繰り出し、分離ローラ１４５で１枚ずつ分離して給紙路１４６に送出し、搬送ローラ１４
７で搬送して複写機本体１５０内の給紙路１４８に導き、レジストローラ４９に突き当て
て止める。あるいは、給紙ローラ１４２を回転して手差しトレイ５４上のシート（記録紙
）を繰り出し、分離ローラ５２で１枚ずつ分離して手差し給紙路５３に入れ、同じくレジ
ストローラ４９に突き当てて止める。なお、レジストローラ４９は、一般には接地されて
使用されるが、シートの紙粉除去のためにバイアスが印加された状態で使用されてもよい
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。
　そして、中間転写体５０上に合成された合成カラー画像（カラー転写像）にタイミング
を合わせてレジストローラ４９を回転させ、中間転写体５０と二次転写装置２２との間に
シート（記録紙）を送出させ、二次転写装置２２により該合成カラー画像（カラー転写像
）を該シート（記録紙）上に転写（二次転写）することにより、該シート（記録紙）上に
カラー画像が転写され形成される。なお、画像転写後の中間転写体５０上の残留トナーは
、中間転写体クリーニング装置１７によりクリーニングされる。
【０１６８】
　カラー画像が転写され形成された前記シート（記録紙）は、二次転写装置２２により搬
送されて、定着装置２５へと送出され、定着装置２５において、熱と圧力とにより前記合
成カラー画像（カラー転写像）が該シート（記録紙）上に定着される。その後、該シート
（記録紙）は、切換爪５５で切り換えて排出ローラ５６により排出され、排紙トレイ５７
上にスタックされ、あるいは、切換爪５５で切り換えてシート反転装置２８により反転さ
れて再び転写位置へと導き、裏面にも画像を記録した後、排出ローラ５６により排出され
、排紙トレイ５７上にスタックされる。
【０１６９】
　本発明の画像形成装置及び画像形成方法では、感光層に電荷輸送性構造を有しない３官
能以上のラジカル重合性化合物と電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル重合性化合物
との反応物を含み、摩耗量が少ない感光層を有する静電潜像担持体を用いることにより、
長期にわたって、高精細、高画質な画像を形成することができる。
【０１７０】
（プロセスカートリッジ）
　本発明のプロセスカートリッジは、静電潜像を担持する静電潜像担持体と、該静電潜像
担持体上に担持された静電潜像を、現像剤を用いて現像し可視像を形成する現像手段とを
、少なくとも有してなり、更に必要に応じて適宜選択したその他の手段を有してなる。
【０１７１】
　前記静電潜像担持体が、支持体と、該支持体上に電荷発生層、電荷輸送層、及び架橋型
電荷輸送層を少なくともこの順に含む感光層を有し、該架橋型電荷輸送層が電荷輸送性構
造を有しない３官能以上のラジカル重合性化合物と電荷輸送性構造を有する１官能のラジ
カル重合性化合物との反応物を含むものであり、上述したものと同様である。
　前記現像手段としては、トナー乃至現像剤を収容する現像剤収容器と、該現像剤収容器
内に収容されたトナー乃至現像剤を担持しかつ搬送する現像剤担持体とを、少なくとも有
してなり、更に、担持させるトナー層厚を規制するための層厚規制部材等を有していても
よい。
　本発明のプロセスカートリッジは、各種画像形成装置に着脱自在に備えさせることがで
き、上述した本発明の画像形成装置に着脱自在に備えさせるのが好ましい。
【０１７２】
　ここで、前記プロセスカートリッジとしては、例えば、図８に示すように、感光体１０
１を内蔵し、他に帯電手段１０２、現像手段１０４、クリーニング手段１０７を含み、更
に必要に応じてその他の部材を有してなる。
　前記感光体１０１は、支持体と、該支持体上に電荷発生層、電荷輸送層、及び架橋型電
荷輸送層を少なくともこの順に含む感光層を有する。
　帯電手段１０２には、前述のように公知の帯電部材が用いられる。
　露光手段１０３には、高解像度で書き込みが行うことのできる光源が用いられる。
【０１７３】
　本発明の画像形成装置としては、上述の静電潜像担持体と、現像器、クリーニング器等
の構成要素をプロセスカートリッジとして一体に結合して構成し、このユニットを装置本
体に対して着脱自在に構成してもよい。また、帯電器、像露光器、現像器、転写又は分離
器、及びクリーニング器の少なくとも１つを感光体とともに一体に支持してプロセスカー
トリッジを形成し、装置本体に着脱自在の単一ユニットとし、装置本体のレールなどの案
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内手段を用いて着脱自在の構成としてもよい。
【実施例】
【０１７４】
　以下、本発明の実施例について説明するが、本発明はこれら実施例に何ら限定されるも
のではない。なお、以下の例において「部」は「質量部」を表す。
【０１７５】
（製造例１）
－静電潜像担持体１の作製－
　モアレ防止のための切削加工を施したアルミニウムパイプ（直径３０ｍｍ×長さ３４０
ｍｍ）上に、下記組成の下引き層用塗工液を浸漬法で塗工し、厚さ２．０μｍの下引き層
を設けた。
【０１７６】
＜下引き層用塗工液＞
　・アルキッド樹脂・・・６部
　（ベッコゾール１３０７－６０－ＥＬ、大日本インキ化学工業株式会社製）
　・メラミン樹脂・・・４部
　（スーパーベッカミン　Ｇ－８２１－６０、大日本インキ化学工業株式会社製）
　・酸化チタン・・・４０部
　・メチルエチルケトン・・・５０部
【０１７７】
　次に、下引き層上に、下記組成の電荷発生層用塗工液を浸漬塗布し、乾燥させて厚み０
．２μｍの電荷発生層を形成した。
＜電荷発生層用塗工液＞
　・τ型無金属フタロシアニン・・・６部
　・ポリビニルブチラール樹脂（エスレックＢＭ－１、積水化学株式会社製）・・・４部
　・２－ブタノン・・・２００部
　・シクロヘキサノン・・・２００部
【０１７８】
　次に、下記組成の電荷輸送層用塗工液を浸漬塗布し、乾燥させて厚み２２μｍの電荷輸
送層を形成した。
＜電荷輸送層用塗工液＞
　・電荷輸送物質（下記構造式（Ａ））・・・２５部
　・ビスフェノールＺ型ポリカーボネート（重量平均分子量（Ｍｗ）＝１５００００）・
・・３０部
　・ジクロロメタン・・・３００部
【０１７９】
【化３５】

【０１８０】
　次に、得られた電荷輸送層上に下記組成の架橋型電荷輸送層用塗工液をスプレー塗工し
、２０分間自然乾燥した後、メタルハライドランプ：１６０Ｗ／ｃｍ、照射距離：１２０
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ｍｍ、照射強度：５００ｍＷ／ｃｍ２、照射時間：６０秒の条件で光照射を行って塗布膜
を硬化させた。更に１３０℃にて２０分間乾燥して、厚み５．２μｍの架橋型電荷輸送層
用を設けた。以上により、静電潜像担持体１を作製した。
＜架橋型電荷輸送層用塗工液＞
　・電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー・・・１０部
　（トリメチロールプロパントリアクリレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬
株式会社製、分子量：２９６、官能基数：３官能、分子量／官能基数＝９９）
　・１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物（例示化合物Ｎｏ．５４）・
・・１０部
　・光重合開始剤としての１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（イルガ
キュア１８４、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製）・・・１部
　・テトラヒドロフラン・・・１００部
【０１８１】
（製造例２）
－静電潜像担持体２の作製－
　製造例１において、架橋型電荷輸送層の厚みを１．３μｍにした以外は、製造例１と同
様にして、静電潜像担持体２を作製した。
【０１８２】
（製造例３）
－静電潜像担持体３の作製－
　製造例１において、架橋型電荷輸送層の厚みを７．７μｍにした以外は、製造例１と同
様にして、静電潜像担持体３を作製した。
【０１８３】
（製造例４）
－静電潜像担持体４の作製－
　製造例１において、架橋型電荷輸送層用塗工液を下記組成に変更し、架橋型電荷輸送層
の厚みを５．４μｍにした以外は、製造例１と同様にして、静電潜像担持体４を作製した
。
＜架橋型電荷輸送層用塗工液＞
　・電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマー・・・１０部
　（ペンタエリスリトールテトラアクリレート（ＳＲ－２９５，化薬サートマー製、分子
量：３５２、官能基数：４官能、分子量／官能基数＝８８）
　・１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物（例示化合物Ｎｏ．１３８）
・・・１０部
　・光重合開始剤としての１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（イルガ
キュア１８４、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）・・・１部
　・テトラヒドロフラン・・・１００部
【０１８４】
（製造例５）
－静電潜像担持体５の作製－
　製造例４において、架橋型電荷輸送層の厚みを１．４μｍにした以外は、製造例４と同
様にして、静電潜像担持体５を作製した。
【０１８５】
（製造例６）
－静電潜像担持体６の作製－
　製造例４において、架橋型電荷輸送層の厚みを７．７μｍにした以外は、製造例４と同
様にして、静電潜像担持体６を作製した。
【０１８６】
（製造例７）
－静電潜像担持体７の作製－
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　製造例１において、架橋型電荷輸送層用塗工液を下記組成に変更し、架橋型電荷輸送層
の厚みを５．０μｍにした以外は、製造例１と同様にして、静電潜像担持体７を作製した
。
＜架橋型電荷輸送層用塗工液＞
　・下記構造式で表される電荷輸送性構造を有さない３官能以上のラジカル重合性モノマ
ー・・・１０部
　（ジペンタエリスリトールカプロラクトン変性ヘキサアクリレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　
ＤＰＣＡ－６０、日本化薬株式会社製、分子量：１２６３、官能基数：６官能、分子量／
官能基数＝２１１）
【化３６】

　・１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物（例示化合物Ｎｏ．５４）・
・・１０部
　・光重合開始剤としての２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン（
イルガキュア６５１、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）・・・１部
　・テトラヒドロフラン・・・１００部
【０１８７】
（製造例８）
－静電潜像担持体８の作製－
　製造例７において、架橋型電荷輸送層の厚みを９．６μｍにした以外は、製造例７と同
様にして、静電潜像担持体８を作製した。
【０１８８】
（製造例９）
－静電潜像担持体９の作製－
　製造例７において、架橋型電荷輸送層の厚みを２．０μｍにした以外は、製造例７と同
様にして、静電潜像担持体９を作製した。
【０１８９】
（製造例１０）
－静電潜像担持体１０の作製－
　製造例７において、架橋型電荷輸送層の厚みを３．２μｍにした以外は、製造例７と同
様にして、静電潜像担持体１０を作製した。
【０１９０】
（製造例１１）
－静電潜像担持体１１の作製－
　製造例１において、架橋型電荷輸送層用塗工液を下記組成に変更し、架橋型電荷輸送層
の膜厚を５．０μｍにした以外は、製造例１と同様にして、静電潜像担持体１１を作製し
た。
＜架橋型電荷輸送層用塗工液＞
　・下記構造式で表される電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性モノマー・・・９５
部
　　ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ヘキサアクリレートとペンタアクリレ
ートの質量比１：１混合物、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ、日本化薬社製）



(55) JP 4485419 B2 2010.6.23

10

20

30

40

50

【化３７】

　　（ａ＝５、ｂ＝１の化合物と、ａ＝６、ｂ＝０の化合物の質量比１：１混合物）
　・１官能の電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物・・・９５部
　（例示化合物Ｎｏ．５４）
　・光重合開始剤・・・１０部
　　１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）
　・テトラヒドロフラン・・・１２００部
【０１９１】
（製造例１２）
－静電潜像担持体１２の作製－
　製造例１１において、架橋型電荷輸送層用塗工液に含有される電荷輸送性構造を有さな
いラジカル重合性モノマーを下記のものに変更し、架橋型電荷輸送層の膜厚を５．０μｍ
にした以外は、製造例１１と同様にして、静電潜像担持体１２を作製した。
＜架橋型電荷輸送層用塗工液＞
　・電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性モノマー
　（下記（１）及び（２）を質量比１：１で用いた２種混合モノマー）・・・９５部
　　（１）下記構造式で表されるカプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアク
リレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬社製）
【化３８】

　　（２）下記構造式で表されるトリメチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ
、東京化成社製）

【化３９】

【０１９２】
（製造例１３）
－静電潜像担持体１３の作製－
　製造例１１において、架橋型電荷輸送層用塗工液に含有される電荷輸送性構造を有さな
いラジカル重合性モノマーを下記のものに変更し、架橋型電荷輸送層の膜厚を５．０μｍ
にした以外は、製造例１１と同様にして、静電潜像担持体１３を作製した。
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＜架橋型電荷輸送層用塗工液＞
　・電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性モノマー
　　（下記（１）及び（２）を質量比１：１で用いた２種混合モノマー）・・・９５部
　　（１）下記構造式で表されるジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
　　　（ヘキサアクリレートとペンタアクリレートとの質量比１：１混合物；ＫＡＹＡＲ
ＡＤ　ＤＰＨＡ、日本化薬社製）
【化４０】

　　（a＝５、ｂ＝１の化合物と、a＝６、ｂ＝０の化合物とを質量比１：１混合物）
　　（２）下記構造式で表されるトリメチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ
、東京化成社製）
【化４１】

【０１９３】
（製造例１４）
－静電潜像担持体１４の作製－
　製造例１３において、架橋型電荷輸送層の膜厚を９．５μｍにした以外は、製造例１３
と同様にして、静電潜像担持体１４を作製した。
【０１９４】
（製造例１５）
－静電潜像担持体１５の作製－
　製造例１３において、架橋型電荷輸送層の膜厚を２．３μｍにした以外は、製造例１３
と同様にして、静電潜像担持体１５を作製した。
【０１９５】
（比較製造例１）
－静電潜像担持体１６の作製－
　製造例１において、架橋型電荷輸送層を設けず、電荷輸送層の厚みを２７μｍとした以
外は、製造例１と同様にして、静電潜像担持体１６を作製した。
【０１９６】
（比較製造例２）
－静電潜像担持体１７の作製－
　製造例１と同様にして電荷輸送層までを作製した。この電荷輸送層上に、下記組成の接
着層用塗布液を塗布し、１００℃にて３０分間の加熱処理を行い、厚み０．３μｍの接着
層を形成した。
＜接着層用塗工液＞
　・シリルアクリレート（ＰＣ－７Ａ、信越化学工業株式会社製）・・・６部
　・２－ブタノン・・・２００部
【０１９７】
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　次に、メチルシロキサン単位８０モル％、メチル－フェニルシロキサン単位２０モル％
からなるポリシロキサンのメタノール溶液にモレキュラーシーブ４Ａを添加し、１５時間
静置し、脱水処理した。この溶液１０部をトルエン１０部に溶解し、これにメチルトリメ
トキシシラン１部、ジブチル錫アセテート０．２部を加え均一な保護層用塗布液を調製し
た。
　得られた保護層用塗布液を前記接着層上に塗布し、１２０℃、１時間の加熱硬化し、乾
燥厚みが３μｍの保護層を形成した。以上により、静電潜像担持体１７を作製した。
【０１９８】
（比較製造例３）
－静電潜像担持体１８の作製－
　製造例１において、架橋型電荷輸送層を設けず、電荷輸送層の結着樹脂をビスフェノー
ルＺ型ポリカーボネート樹脂から下記構造式（Ｂ）のポリアリレート樹脂（重量平均分子
量（Ｍｗ）＝８００００、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．８）に変え、厚みを２７μｍとした以外は、
製造例１と同様にして、静電潜像担持体１８を作製した。

【化４２】

　ただし、ｎは重合数を表す。
【０１９９】
（比較製造例４）
－静電潜像担持体１９の作製－
　比較製造例３において、ポリアリレート樹脂（重量平均分子量（Ｍｗ）＝８００００、
Ｍｗ／Ｍｎ＝２．８）をポリアリレート樹脂（重量平均分子量（Ｍｗ）＝２０００００、
Ｍｗ／Ｍｎ＝２．８）に変えた以外は、比較製造例３と同様にして、静電潜像担持体１９
を作製した。
【０２００】
　（参考例１～１０、実施例１１～１５及び比較例１～４）
　得られた各静電潜像担持体１～１９について、画像形成装置（ＩｍａｇｉｏＮｅｏ　２
７０、株式会社リコー製）を用い、排気ファンを改造したものを用いて、以下のようにし
て評価を行った。結果を表３に示す。
【０２０１】
　評価を行う室内は２３℃、５０％ＲＨとして、また、静電潜像担持体周辺の雰囲気温度
を測定するために、現像位置及びクリーニング位置に熱電対を装着した。
　まず、別途に作製した同様な静電潜像担持体を装置に取り付け、排気ファンの運転・停
止をコントロールして、装置を稼動させた状態で装置内の雰囲気温度が４２±２℃になる
ようにした。
　次いで、評価用の静電潜像担持体に交換して初期電位を測定した。暗部電位Ｖｄ＝－７
５０Ｖとして、明部電位Ｖｌ＝－２００Ｖとした。更に、Ａ４サイズの普通紙にて、印字
比率５％の画像を６０，０００枚（５枚複写するごとに１度停止する間欠モード）の複写
を行った。その後、静電潜像担持体の厚みの摩耗量を渦電流式厚み計（フィッシャースコ
ープ社製）にて測定した。
　更に、排気ファンの運転及び停止をコントロールして、装置を稼動させた状態で装置内
の雰囲気温度を、それぞれ３５±２℃、５２±２℃になるようにし、同様な評価を行って
摩耗量を測定した。
【０２０２】
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【表３】

【０２０３】
　（参考例１６～１８、実施例１９～２０及び比較例５～７）
　画像形成装置（ＩｍａｇｉｏＮｅｏ　２７０、株式会社リコー製）を用い、線速を１５
０，２００，２４０，２７０ｍｍ／ｓｅｃに変化するように改造し、また排気ファンを改
造したものを用いて、以下のようにして評価を行った。結果を表４に示す。
【０２０４】
　評価を行う室内は２３℃、５０％ＲＨとして、また、静電潜像担持体周辺の雰囲気温度
を測定するために、現像位置及びクリーニング位置に熱電対を装着した。まず、別途に作
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して、装置を稼動させた状態で装置内の雰囲気温度が４２±２℃になるようにした。次い
で、評価用の静電潜像担持体に交換して初期電位を測定し、暗部電位Ｖｄ＝－７５０Ｖ、
明部電位Ｖｌ＝－２００Ｖとなるように、帯電条件及び露光条件を調整した。更にＡ４サ
イズの普通紙にて、印字比率５％の画像を６０，０００枚の複写を行った。その後、静電
潜像担持体厚みの摩耗量を渦電流式厚み計（フィッシャースコープ社製）にて測定した。
【０２０５】
【表４】

【０２０６】
　（参考例２１～３０、実施例３１～３５及び比較例８～１１）
　画像形成装置（ＩｍａｇｉｏＮｅｏ　２７０、株式会社リコー製）を用い、接触配置さ
れた帯電手段からの帯電方法として直流電圧に交流電圧を重畳させた方法に改造（帯電条
件：直流電圧：―７００Ｖ、交流電圧のピーク間電圧：１．６ｋＶ、周波数：１．４ｋＨ
ｚ）、排気ファンを改造したものを用いて、以下のようにして評価を行った。結果を表５
に示す。
【０２０７】
　評価を行う室内は２３℃、５０％ＲＨとして、また、静電潜像担持体周辺の雰囲気温度
を測定するために、現像位置及びクリーニング位置に熱電対を装着した。まず、別途に作
製した同様な静電潜像担持体を装置に取り付け、排気ファンの運転及び停止をコントロー
ルして、装置を稼動させた状態で装置内の雰囲気温度が４２±２℃になるようにした。次
いで、評価用の静電潜像担持体に交換して初期電位を測定し、暗部電位Ｖｄ＝－７５０Ｖ
、明部電位Ｖｌ＝－２００Ｖとなるように、帯電条件及び露光条件を調整した。更に、Ａ
４サイズの普通紙にて、印字比率５％の画像を３０，０００枚（５枚複写するごとに１度
停止する間欠モード）の複写を行った。その後、静電潜像担持体厚みの摩耗量を渦電流式
厚み計（フィッシャースコープ社製）にて測定した。
　更に、排気ファンの運転及び停止をコントロールして、装置を稼動させた状態で装置内
の雰囲気温度を、それぞれ３５±２℃、５２±２℃になるようにし、同様な評価を行って
摩耗量を測定した。
【０２０８】
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【表５】

【０２０９】
　表３～表５の結果から、製造例１１～１５の本発明の静電潜像担持体を用いることで、
高温雰囲気などの特定の条件で用いても、摩耗量が増加せず、極めて高耐久な特性を示し
ていることがわかる。
これに対し、比較製造例１～４の静電潜像担持体は、摩耗量が大きく耐久性が低いもの、
摩耗量が小さくとも摩耗量の温度依存性が高く、耐久性及び安定性の点で著しく劣ってい
ることが認められる。
【産業上の利用可能性】
【０２１０】
　本発明の静電潜像担持体は、実際の画像形成装置においても、耐摩耗性が良好であり、
かつ耐摩耗性を低下させない静電潜像担持体を提供することができる。また、本発明の静
電潜像担持体は、特にプロセススピードが２００ｍｍ／ｓｅｃ超える系においても良好な
耐摩耗性を示し、また、静電潜像担持体表面に接触乃至は非接触に配置された帯電器から
交流を重畳した直流電圧を印加して該静電潜像担持体を帯電するプロセス、ブレードクリ
ーニング方式であるプロセスにおいて良好な耐摩耗性を示し、極めて耐久性や実用性に優
れた静電潜像担持体を提供できる。
　本発明の静電潜像担持体を用いた画像形成方法、画像形成装置、及びプロセスカートリ
ッジは、直接又は間接電子写真多色画像現像方式を用いたフルカラー複写機、フルカラー
レーザープリンター、及びフルカラー普通紙ファックス等に幅広く使用される。
【図面の簡単な説明】
【０２１１】



(61) JP 4485419 B2 2010.6.23

10

20

30

40

50

【図１】図１は、本発明の静電潜像担持体の層構成の一例を示す概略断面図である。
【図２】図２は、本発明の画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図３】図３は、本発明で用いられるクリーニング手段の一例を示す概略説明図である。
【図４】図４は、本発明の画像形成装置により本発明の画像形成方法を実施する一の例を
示す概略説明図である。
【図５】図５は、本発明の画像形成装置により本発明の画像形成方法を実施する他の例を
示す概略説明図である。
【図６】図６は、本発明の画像形成装置（タンデム型カラー画像形成装置）により本発明
の画像形成方法を実施する一例を示す概略説明図である。
【図７】図７は、図６に示す画像形成装置における一部拡大概略説明図である。
【図８】図８は、本発明のプロセスカートリッジの一例を示す概略説明図である。
【符号の説明】
【０２１２】
　　　１　　　支持体
　　　２　　　電荷発生層
　　　３　　　電荷輸送層
　　　４　　　架橋型電荷輸送層
　　１０　　　感光体（感光体ドラム）
　　１０Ｋ　　ブラック用感光体
　　１０Ｙ　　イエロー用感光体
　　１０Ｍ　　マゼンタ用感光体
　　１０Ｃ　　シアン用感光体
　　１４　　　支持ローラ
　　１５　　　支持ローラ
　　１６　　　支持ローラ
　　１７　　　中間転写クリーニング装置
　　１８　　　画像形成手段
　　２０　　　帯電ローラ
　　２１　　　露光装置
　　２２　　　二次転写装置
　　２３　　　ローラ
　　２４　　　二次転写ベルト
　　２５　　　定着装置
　　２６　　　定着ベルト
　　２７　　　加圧ベルト
　　２８　　　シート反転装置
　　３０　　　露光装置
　　３２　　　コンタクトガラス
　　３３　　　第１走行体
　　３４　　　第２走行体
　　３５　　　結像レンズ
　　３６　　　読取りセンサ
　　４０　　　現像装置
　　４１　　　現像ベルト
　　４２Ｋ　　現像剤収容部
　　４２Ｙ　　現像剤収容部
　　４２Ｍ　　現像剤収容部
　　４２Ｃ　　現像剤収容部
　　４３Ｋ　　現像剤供給ローラ
　　４３Ｙ　　現像剤供給ローラ
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　　４３Ｍ　　現像剤供給ローラ
　　４３Ｃ　　現像剤供給ローラ
　　４４Ｋ　　現像ローラ
　　４４Ｙ　　現像ローラ
　　４４Ｍ　　現像ローラ
　　４４Ｃ　　現像ローラ
　　４５Ｋ　　ブラック用現像器
　　４５Ｙ　　イエロー用現像器
　　４５Ｍ　　マゼンタ用現像器
　　４５Ｃ　　シアン用現像器
　　４９　　　レジストローラ
　　５０　　　中間転写体
　　５１　　　ローラ
　　５２　　　分離ローラ
　　５３　　　手差し給紙路
　　５４　　　手差しトレイ
　　５５　　　切換爪
　　５６　　　排出ローラ
　　５７　　　排出トレイ
　　５８　　　コロナ帯電器
　　６０　　　クリーニング装置
　　６１　　　現像器
　　６２　　　転写帯電器
　　６３　　　感光体クリーニング装置
　　６４　　　除電器
　　７０　　　除電ランプ
　　７１　　　クリーニングブレード
　　７２　　　支持部材
　　８０　　　転写ローラ
　　９０　　　クリーニング装置
　　９５　　　転写紙
　　１００　　画像形成装置
　　１０１　　静電潜像担持体（感光体）
　　１０２　　帯電手段
　　１０３　　露光
　　１０４　　現像手段
　　１０５　　転写体
　　１０６　　転写手段
　　１０７　　クリーニング手段
　　１２０　　タンデム型現像器
　　１３０　　原稿台
　　１４２　　給紙ローラ
　　１４３　　ペーパーバンク
　　１４４　　給紙カセット
　　１４５　　分離ローラ
　　１４６　　給紙路
　　１４７　　搬送ローラ
　　１４８　　給紙路
　　１５０　　画像形成装置本体
　　２００　　給紙テーブル
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　　３００　　スキャナ
　　４００　　原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】
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